2017年1月12日～15日　時事共同NHK産経
時事世論調査、共謀罪、南スーダン、JCP党大会・野党、蓮舫会見、沖縄、オスプレイ、THAAD･F35、日豪･日比、米解禁外交文書、生前退位、トランプ、豊洲
憲法改正「優先課題でない」が半数＝内閣支持５割回復－時事世論調査
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　時事通信が６～９日に実施した１月の世論調査で、安倍政権が目指す憲法改正は優先的に取り組む政治課題かどうか尋ねたところ、「優先的に取り組む政治課題ではない」が４９．５％に上った。「優先的に取り組む」は３６．５％で、慎重な扱いを求める声が依然として多かった。「分からない」は１３．９％だった。
　安倍内閣の支持率は前月比２．０ポイント増の５１．２％で２カ月ぶりに５割に戻った。日米両首脳による真珠湾訪問などが評価されたとみられる。不支持率は３．０ポイント減の２６．５％だった。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、多い順に「他に適当な人がいない」２１．４％、「リーダーシップがある」１６．９％、「首相を信頼する」１３．９％。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１３．０％、「政策が駄目」１０．３％、「首相を信頼できない」８．５％の順だった。
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　政党支持率は自民党が前月比２．７ポイント減の２３．６％で、民進党は増減なしの４．４％。以下、公明党３．４％、共産党１．６％、日本維新の会１．５％だった。
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設の是非について尋ねたところ、賛成３９．６％、反対３４．４％、「分からない」は２６．０％だった。調査は全国の１８歳以上の男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６４．３％。（時事通信2017/01/13-15:16）
日韓関係「変わらず」４６％＝慰安婦問題で対立後－時事世論調査
　時事通信が６～９日に行った世論調査で、今後の日韓関係の見通しについて尋ねたところ、「変わらない」と答えた人が４６．９％で最も多く、半数近くを占めた。「今より悪くなる」は３６．８％で、「今より良くなる」は４．４％にとどまった。１１．９％が「分からない」と答えた。
　韓国・釜山の日本総領事館前に昨年末、市民団体が慰安婦を象徴する少女像を新たに設置。これを積極的に阻止しようとしなかった韓国政府への対抗措置として、日本政府は今月６日、長嶺安政駐韓大使らの一時帰国を発表した。（時事通信2017/01/13-15:08）
「共謀罪」対象絞り込み検討＝金田法相
　金田勝年法相は１３日の閣議後の記者会見で、「共謀罪」の構成要件を改め「テロ等準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について、公明党の要望を踏まえ修正に柔軟に応じる考えを明らかにした。同党は計６７６に上る対象犯罪が多過ぎるとして絞り込みを求めており、金田氏は「国民の理解を得られるよう検討したい」と述べた。
　金田氏は、共謀罪に対する世論の懸念や野党の批判を念頭に「政府が進めているのはテロ等準備罪だ。従前の共謀罪とは異なるものだ」と指摘。「一般の人が対象になることはあり得ない」と強調した。（時事通信2017/01/13-12:38）
社民 吉田党首 テロ等準備罪の新設は連携し阻止
ＮＨＫ1月12日 12時47分
社民党の吉田党首は記者会見で、政府が、通常国会に提出する方向で最終調整している「共謀罪」の構成要件を厳しくした「テロ等準備罪」を新設する法案について、市民活動を規制するものだとして、民進党などとも連携して、成立阻止を目指す考えを示しました。
政府は、各国と協調してテロ対策を強化するため、来週２０日に召集される通常国会に、「共謀罪」の構成要件を厳しくした「テロ等準備罪」を新設する法案を提出する方向で最終調整しています。
これについて、社民党の吉田党首は記者会見で、「テロ対策という美名のもとで、名称を変えて受け入れやすい姿にして成立させたい意向のようだが、市民の民主的な活動を拘束し、規制するような法案を通すことは、断じて許されない。テロ対策は、今の法律の範囲内で、しっかり十分できる」と指摘しました。
そのうえで吉田氏は、「野党４党で結束して対応し、成立阻止に向けて全力を挙げていきたい」と述べ、民進党などとも連携して、法案の成立阻止を目指す考えを示しました。
山口公明代表、「共謀罪」内容再検討を＝吉田社民党首は反対明言
　公明党の山口那津男代表は１２日の記者会見で、「共謀罪」の構成要件と名称を改め政府が通常国会に提出する組織犯罪処罰法改正案について、「国会を通すためにはどういう法案を作り、どう出したらいいのか、慎重に政府・与党間で検討を進めてほしい」と述べ、内容の再検討を求めた。
　政府案について公明党は、対象犯罪が多過ぎ、国民の不安を招きかねないと懸念しており、山口氏は「まだ政府・与党で確定している内容ではない」と指摘。同時に、２０２０年東京五輪・パラリンピックに触れ、「国内法が早期に整備され、国際社会とワーク（協調）できる態勢をつくることが重要だ」とも語り、国際組織犯罪防止条約の締結に向け、法整備自体には理解を示した。
　一方、社民党の吉田忠智党首は会見で「市民の民主的な活動を規制する法律を通すことは断じて許されない。テロ対策は今の法律の範囲内で十分対応できる」と反対する方針を明らかにした。（時事通信2017/01/12-12:51）
公明 山口代表 テロ等準備罪新設法案は十分調整を
ＮＨＫ1月12日 13時54分
公明党の山口代表は記者会見で、「共謀罪」の構成要件を厳しくした「テロ等準備罪」を新設する法案について、必要性に理解を示す一方、国会への提出に向けては、法案の内容などを政府与党間で十分に調整する必要があるという考えを示しました。
世界各地でテロ事件が相次ぐ中、政府は、各国と協調して対策を強化するため、テロなどの謀議に加わった場合に処罰の対象となるいわゆる「共謀罪」について、適用される組織を限定し、罪名も「テロ等準備罪」に変更した組織犯罪処罰法の改正案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。
これについて、公明党の山口代表は記者会見で、「東京オリンピック・パラリンピックを控えたわが国で、国内法が早期に整備され、国際社会で機能する体制を作ることが大局的に重要だ」と述べ、必要性に理解を示しました。
一方で、山口氏は「国会で成立させるためには、どういう法案を作り、どう提出したらいいのかということも含め、政府与党間で慎重に検討を進めるべきだ。自民党ともよく議論を重ねてもらうことが大事だ」と述べ、国会への提出に向けては、法案の内容などを政府与党間で十分に調整する必要があるという考えを示しました。
産経新聞2017.1.12 18:00更新 
公明・山口那津男代表　「共謀罪」法案「内容含め慎重に検討を」
　公明党の山口那津男代表は１２日の記者会見で「共謀罪」の構成要件を一部変更する組織犯罪処罰法改正案について、テロ対策に向けた法整備の必要性を強調した上で、国民の理解が得られるよう政府・与党の間で改正案の内容を検討するよう求めた。
　山口氏は「２０２０年東京五輪・パラリンピックを控えたわが国で、国内法が早期に整備されて国際社会とともに、取り組む態勢をつくることが大局的に重要だ」と指摘。国内法を整備し、国際組織犯罪防止条約の締結を急ぐ必要があるとの考えを示した。
　同時に、２０日召集の通常国会提出に向けては「国会で通すためには、どういう法案をつくり、どう提出するのか、内容も含めて慎重に政府・与党間で検討を進めてほしい。しっかりと備えを固めてほしい」と注文をつけた。
「テロ等準備罪」新設法案 公明「対象絞り込みを」
ＮＨＫ1月13日 4時09分
「共謀罪」の構成要件を厳しくした「テロ等準備罪」を新設する法案について、公明党は、対象になる犯罪が多すぎると国民の不安につながりかねないとして、政府に対し、対象の犯罪を絞り込むよう求めていく考えです。
政府は、テロなどの謀議に加わった場合に処罰する「共謀罪」の構成要件を厳しくして、「テロ等準備罪」を新設する組織犯罪処罰法の改正案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。そして、政府は、いまの法律で４年以上の懲役・禁錮の刑が科せられる、殺人やテロ資金の提供など６７６の犯罪を対象とする案を検討しています。
これについて公明党は、これまで国会に提出された「共謀罪」を新設する法案が３回廃案になっている経緯も踏まえて、対象になる犯罪が多すぎると国民の不安につながりかねないとしています。
このため、山口代表も１２日、「国会で成立させるには、どういう法案を作り、どう提出したらいいのかということも含めて、政府与党間で慎重に検討を進めるべきだ」と指摘していて、今後、政府に対し、「テロ等準備罪」の対象となる犯罪を絞り込むよう求めていく考えです。
公明 漆原氏 「テロ等準備罪」新設法案は対象絞り込みを
ＮＨＫ1月13日 20時40分
「共謀罪」の構成要件を厳しくした「テロ等準備罪」を新設する法案について、公明党の漆原中央幹事会会長は、１３日夜、都内で記者団に対し、「適用範囲が広いと国民の理解を得るのは難しい」と述べ、対象の犯罪を絞り込むべきだという考えを示しました。
政府は、テロなどの謀議に加わった場合に処罰する「共謀罪」の構成要件を厳しくして「テロ等準備罪」を新設する法案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。
そして、政府は、今の法律で４年以上の懲役・禁錮の刑が科せられる、殺人やテロ資金の提供など６７６の犯罪を対象とする案を検討しています。
これについて、公明党の漆原中央幹事会会長は１３日夜、記者団に対し、「対象となる犯罪が広範にわたっていることもあり、捜査の乱用や拡大を懸念する人も多い。適用範囲が広いと国民の理解を得るのは難しい」と述べ、対象の犯罪を絞り込むべきだという考えを示しました。
一方、自民党の二階幹事長は１３日夜、記者団に対し、「十分なテロ対策を講じる決意を表す意味で、法案の早期提出、早期成立が大事ではないかと思っている。公明党との間で必要であれば党首会談を行うなど、十分に話し合って、円満な形で結論を導いていきたい」と述べました。
法相 テロ等準備罪新設法案 一般人は処罰の対象外と強調
ＮＨＫ1月13日 14時25分
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金田法務大臣は、閣議の後の記者会見で、「共謀罪」の構成要件を厳しくした「テロ等準備罪」を新設する法案について、組織的犯罪集団に属さない一般の人は処罰の対象にならないことを明確にしているなどと強調し、国会への提出に理解を求めました。
政府は、テロなどの謀議に加わった場合に処罰する「共謀罪」について、対象を組織的犯罪集団に限るなど構成要件を厳しくして「テロ等準備罪」を新設する法案を、今月２０日に召集される通常国会に提出する方向で最終調整しています。
これについて、金田法務大臣は１３日の閣議の後の記者会見で、テロ対策の強化などに必要だとして、法案を早期に国会に提出したいという考えを示しました。
そのうえで、金田大臣は「法案で検討しているのは、テロなどの準備行為があって初めて処罰可能になる『テロ等準備罪』であり、これまでの『共謀罪』とは異なる。懸念を踏まえて犯罪の主体を限定するなど、一般の人が対象になることはありえないことが、より明確になるようにしている」と述べ、法案の国会への提出に理解を求めました。
特集ワイド　組織犯罪処罰法改正案　臨時国会提出は見送ったが…　政府が諦めない「共謀罪」
毎日新聞2016年9月21日　東京夕刊
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町の中には監視カメラがあふれている＝東京都新宿区歌舞伎町で、根岸基弘撮影
　不気味な感じが拭えない。特定秘密保護法の施行、捜査機関による通信傍受の強化に続き、政府が「テロ等組織犯罪準備罪」の新設を検討しているからだ。この罪は表紙を変えた「共謀罪」。犯罪の実行行為がなくても話し合っただけで逮捕される恐れがある。政府は、同罪新設を柱とする組織犯罪処罰法改正案について、臨時国会への提出を見送ったが、成立を諦めたわけではない。監視社会は近づいているのか。【庄司哲也】 
成立すれば密告奨励の監視社会に？　罪名変えても要件解釈に幅　周防監督「権力は都合良く法律使う」
　＜政府が導入を目指す、ある法案に反対する団体が街頭デモを計画した。「整然とやろう」と計画がまとまりかけたところ、突然、新入りのメンバーが「警備側と多少はもめてけが人がでても構わない」と過激なことを言い始めた。それをきっかけにメンバーの発言がエスカレート。そして、デモ当日。団体は警察当局ともめ、逮捕者も出た。起訴状の罪名には「傷害の共謀罪」も含まれ、公判の法廷に証人として現れたのは、なんとデモに参加せずに姿を消していたあの新入りのメンバーだった……＞ 
　こんな例え話を使って「共謀罪」が導入された後の社会を説明するのは、日本弁護士連合会の共謀罪法案対策本部副本部長を務める海渡雄一弁護士だ。「この刑罰は一言で言うなら人の心を縛るもの。成立すれば、密告が奨励され、市民が互いに監視し合い、疑心暗鬼に陥る社会になりかねません」と警告する。 
　共謀罪は、殺人、強盗など犯罪の実行に合意しただけで処罰を可能とする。処罰の対象は４年以上の懲役、または禁錮に当たる罪で、６００以上の罪が該当する。そして、たとえ実行を思いとどまったとしても罪に問われる。 
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「スパイに警戒せよ」などといった「防諜（ぼうちょう）週間」のポスターが並ぶ戦前の東京の街角＝１９４１年５月撮影
　また、実行前に自首すれば刑を減免される条文も法案に盛り込まれている。冒頭の例示で海渡さんは、新入りメンバーが警察当局に密告したケースを想定した。 
　政府は２００３〜０５年、共謀罪を新設する同法改正案を計３回提案したが、野党や世論が「労働組合などが対象になりかねない」などと反発し、いずれも廃案になった。このため、政府は「共謀罪」という罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」と変えた。以前の法案では「団体」としていた適用対象を「組織的犯罪集団」とした上で、単なる「共謀」から「犯罪の実行のための資金または物品の取得その他の準備行為」を要件に加えた。 
　しかし、海渡さんはこう批判する。「２０２０年東京五輪を控え、政府はテロを法案の名称にかぶせれば国民の理解が得られやすいと考えたのでしょう。だが『その他の準備行為』とは何を指すのか。新たな要件もさまざまな解釈が可能で幅広く適用されてしまう恐れがあります」 
　なぜ、政府は共謀罪の導入にこだわるのか。中央大名誉教授（刑事政策）の藤本哲也さんに尋ねた。「国際組織犯罪防止条約の締結に向けて、国内法を整備するのが目的です。この条約を先進国で締結していないのは日本だけ。条約が未締結のままで、仮に海外で実行されたテロの謀議が日本で行われていたという事態が起これば国際的な非難は免れません」。確かにこの条約は１８７カ国・地域が締結しており、国連加盟国で日本以外の未締結は、イラン、ブータンなど１０カ国にとどまる。 
　藤本さんは続ける。「新しい法律で処罰を強化するばかりでは、国民の理解は得られにくいし、いろいろな疑念が生じるのも理解できます。だが、そうした点は健全な運用で解消できる。運用上で問題が生じれば裁判で決着をつければいい」 
　条約締結のために共謀罪は不可欠という見解に対し、「新たな法律がなくとも締結は可能」と見るのは、民主党政権下の野田佳彦内閣で法相を務めた弁護士の平岡秀夫さんだ。 
　「強盗予備罪、爆発物取締罰則の共謀など多くの現行処罰規定で、犯罪着手前や共謀の段階で取り締まりは可能。銃刀法のように米国などにはないものもある。そもそもこの条約は、人身売買や麻薬取引など利益目的の国際的な組織犯罪の取り締まりが目的。テロ対策ではありません」 
　平岡さんは、条約が「自国の国内法の基本原則に従って必要な措置をとる」（第３４条１項）と定めることにも注目する。日本の刑法などは、犯罪が発生してはじめて処罰するのを原則とするからだ。「日本だけが、なぜ国内法の基本原則を破壊し、厳格にする必要性があるのか」 
　平岡さんは法相時代、共謀罪を新設せずに条約締結は可能と見て、問題点の調査や対応策の検討を官僚に指示した。だが、内閣改造で法相を退任。「条約は本当に締結できないのか」。今なお無念さをにじませる。 
　表現者も共謀罪に厳しい視線を向けている。痴漢冤罪（えんざい）事件をテーマにした映画「それでもボクはやってない」で、司法制度の不条理を描き出した映画監督の周防正行さんはその一人だ。「最も重要なのは、法律の『解釈と運用』。それ次第で、法律がどのようにも使われてしまう恐れがあるからです」と語る。 
　法律が解釈と運用次第で変わると実感したのは、法相の諮問機関「法制審議会」の特別部会の委員を務めた経験があるからだ。この部会で、法務当局が捜査できる範囲を拡大しようとする姿勢を目の当たりにした。そして実際、通信傍受の対象が拡大された。「今回の法案では、組織的犯罪集団という定義はあいまいで、解釈次第ではどうにでもなる余地が残る。そもそも、共謀罪が必要とされる具体的な事実はあるのでしょうか」と疑問を投げ掛ける。 
　また、共謀罪の成立後に政府の「次の手」がちらつくという。今でも可能な通信傍受に加え、例えば、会話傍受（室内盗聴）や潜入捜査などの捜査手段の拡大が検討されるだろうと見る。「法律ができれば、権力側は都合良く使います」と周防さん。 
　社会の変化に対する懸念もある。例に挙げたのは、高市早苗総務相が放送法を持ち出し、停波の可能性に言及したことだ。「高市さんの発言後、放送局に政府批判を控えようという空気が広がったような気がします。つまり『危ないことには近寄らない』といった萎縮効果を社会に生んだのです」。共謀罪が成立したとしたら、言いたいことが言えない、窮屈な社会が待ち受けると想像するのだ。 
　共謀罪を適正に運用すれば普通に暮らしている市民には関係ない、という声もあるだろう。そこで思い出してほしいのが、大分県警が７月の参院選で私有地に無断で侵入して監視カメラを設置し、野党の支援団体を監視していた行為だ。共謀罪を手にした捜査当局が、市民にどのような姿勢を取るのかは分からない。 
　菅義偉官房長官は１６日の記者会見で、「昨今のテロ事案を考えれば、しっかりやるべきだ」と述べ、共謀罪の導入を目指し、来年以降改めて法案提出を目指す方針を示した。 
　共謀罪が導入されるリスクは何も変わっていない。 
南スーダンPKO「最悪の状況」　米大使、部隊の移動制限で
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13日、米ニューヨークの国連本部で最後の記者会見をする米国のパワー国連大使（AP＝共同）

　【ニューヨーク共同】米国のパワー国連大使は13日、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）部隊が現地政府に移動を制限され、許可を得なければ市民保護もできない状況になっていると明らかにし「実際に見たPKO任務の中で最悪の状況だ」と述べた。

　国連本部で開いた退任前の最後の記者会見で語った。米国は南スーダン内戦が「ジェノサイド（民族大虐殺）」に発展することを懸念し、国連安全保障理事会で昨年12月に否決された武器禁輸を含む制裁決議案の採択を改めて目指す考え。

　パワー氏はトランプ米政権発足に合わせて退任し、後任は南部サウスカロライナ州のヘイリー知事が務める予定。

野党共闘促進を確認＝共産党大会、１５日開幕
　共産党は１５～１８日の４日間、第２７回党大会を静岡県熱海市の党研修施設で開く。次期衆院選に向け、野党共闘を促進する方針を確認する。初日の１５日には、民進、自由、社民３党の幹部が初めて来賓として出席。４野党の結束強化につなげたい考えだ。
　共産党大会は２０１４年１月以来。同党は野党共闘に関し、次期衆院選での共通公約策定や相互推薦を主張し、将来的な野党連合政権の樹立も掲げている。これらを盛り込んだ決議案を昨年１１月に示しており、大会最終日に採択する見通しだ。
　民進党の安住淳代表代行ら他党幹部は１５日の開幕直後にあいさつする予定で、共産党は「歴史的大会になる」と歓迎している。ただ、民進党やその支持組織の連合には、共産党との連携に否定的な意見がなお根強い。さらに、民進、共産両党は衆院小選挙区の多くで候補者が競合しており、共闘を進展させられるかは不透明感も残る。（時事通信2017/01/14-14:39）
共産、15日から3年ぶり党大会　共闘アピール
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　共産党は15日から4日間の日程で、3年ぶりとなる党大会を静岡県熱海市で開催する。民進党の安住淳代表代行や自由、社民両党幹部が来賓として出席。共産党によると、党大会に他党幹部を招くのは初。昨年7月の参院選での野党連携の一定の成果を踏まえ、次期衆院選に向けた共闘をアピールする狙いがある。

　最終日の18日には「自共対決」から「野党と市民の共闘」に構図が変化したとして「野党連合政権」樹立を目指すとの決議を採択する方針だ。

　執行部人事では、86歳の不破哲三前議長が党運営の第一線にとどまるか去就が焦点となる。志位和夫委員長と小池晃書記局長は続投の公算だ。

産経新聞2017.1.12 21:24更新 
【民進・蓮舫代表会見詳報（上）】小池百合子都知事との連携「ともに改革できるなら協力したい」

会見する民進党の蓮舫代表＝１２日午後、東京・永田町の民進党本部（斎藤良雄撮影）
　民進党の蓮舫代表は１２日の記者会見で、東京都の小池百合子知事と今夏の都議選で連携を強化する考えを示した。
　会見の主なやりとりは以下の通り。
　　◇
　■冒頭発言
　「民進党は今年も女性、あるいは働く方たち、次世代を担う子供さんや学生さんたちのために、しっかりとリアルな政策を提言していく政党でありたいと、改めてお伝えをさせていただく。
　まず私からは２点。去年の大きな、まさに政治的な話題になったし、われわれの出していた法案がやはり必要だと思ったのは電通の（新入社員が過労自殺した）事件だった。
　ところが、改めて厚生労働省神奈川労働局が、研究所に勤める三菱電機の新人男性社員（に対する）、違法残業の部分で書類送検した。ホワイトカラーの職種に至っても、至るところで違法残業、あるいは目に余る長時間労働が随分、はびこっているのではないか。改めてその根の深さを痛感している。
　去年の党首討論のときに、安倍（晋三）首相もこの部分には考え方を共有していただいた。ただ、われわれの出している長時間労働規制法案を審議するのではなくて、自分たちの法案を出したいというところに随分こだわっておられた。三六協定、その上限の労働時間をしっかり条文に書き込んでいく部分は一つ是とするが、早くこの規制は強化しなければいけないと思えるニュースだったと思っている。
　中でも長時間労働是正の中では、われわれの法案でも一つ大きな機軸にしているのはインターバル規制。ＥＵ（欧州連合）では、１１時間（の休息時間の確保）が義務化されている。とにかくインターバル規制をしっかり盛り込んで、休養する、体を休める、心身ともに健康を維持することができるような、働く方たちの環境をしっかり整備することが、政治に求められていると思う。通常国会は長時間労働是正、過労死をゼロにする（ために）、しっかりと対案を持って、提案を持って取り組んでいきたいと思っている。
　もう一つは、これも昨年の党首討論で首相が受けとめてくださったと思っているが、政治分野における男女共同参画推進法案。われわれがずっと法案を出していたが、自民党の党内の反対の声が随分大きかったようで、自民党から法案が出てこないのを私たちは随分、お待ちしていた。昨年の国会末になってようやく法案を出していただけた。この部分は、この通常国会ではぜひ実現させていただきたいと思っている。
　あわせて、われわれは衆院選挙制度にクオータ制、割り当てを導入する法案も提出している。これが実現すると、女性議員をしっかりと増やしていくことが具体的にリアルになってくる。とにかく、しっかりと働く女性に光が当たるような、その光を当たる女性が少ないのであれば増やしていけるような、そういう立法を、今年も提案を持って進めていきたいと思っている。私からは以上だ」
　■質疑応答
　－－蓮舫氏は今夏の東京都議選で、党として小池百合子知事と連携を模索していく考えを示しているが、模索の進捗（しんちょく）状況は。政策の連携としてはどんなテーマを念頭においているか
　「都議会においては、やはり古い古い体質の自民党と、特に行政改革の部分で戦っておられる小池知事の姿勢には共鳴すると、これまでも何度もお答えをさせていただいていた。他方で足元を見ると、私たちの民進党の現職、あるいは元職・新人の方たちも公認をしている。この方たちの勝利を目指すのが私たちの立ち位置だ。ただ一方で、古い政治体制を改め、改革して前に進める方たちがやはり過半数をとることは望ましいと思っているので、その部分ではどういう連携ができるのか、これは丁寧に慎重に進めていきたいとは思っている」
　「行革だけではなくて、子育て支援であるとか、女性の活躍であるとか、あるいは東京五輪・パラリンピックの有効的な成功、そしてその後のレガシーの活用方法も含めて、まさに都政には大きな大きな課題が山積していると思う。その部分で躊躇（ちゅうちょ）することなく、ともに改革ができるのであれば、そういう方たちとは協力をしていきたいと思っている」
　－－政府は「共謀罪」の構成要件を一部変更する組織犯罪処罰法改正案の通常国会への提出を検討している。過去に３回廃案になった経緯も含め、党として審議の是非をどう考えるか
　「共謀罪はやはり国民の皆様方の中で不安に思っておられる方が多いというのが私の率直な認識だ。なぜならば、対象犯罪が６００を超える数ある。その中には公選法などテロとは全く関係のない法案も物理的に含まれているので、国民が常に監視下に置かれるのではないかという不安、この声がこれまで強くて、３回とも共謀罪は過去廃案になっている」
　「今回どういう法案を、もしお出しになられてくるのであれば、３回の過去の経緯を踏まえてどういうふうに改善されているのか、その中身はもう少し見てみないと分からない。実際に出してこられるのかどうかも分からないので、わが党としてこの国会でどういう対応というのは、まだ時期尚早だと思う」
　－－与党が昨年まとめた「政治分野における男女共同参画推進法案」への評価は。女性の政治参加。民進党案などとの修正協議にはどう臨むか
　「政治分野における男女共同参画推進の法案は、これまでも超党派の国会議員が中心になって、自民党の方も公明党の方も、あるいは４野党もともに前向きに議論を進めてきたものだ。これまでの審議、超党派の議論の中では、分かり合えるし、一つのものにまとめることができるのではないかと率直に思っているので、この通常国会、実現はほぼできるのではないかと期待している」
産経新聞2017.1.12 21:38更新 
【民進・蓮舫代表会見詳報（中）】共謀罪「法案を相当分析しないと対応決めかねる」
　－－共産党が次期衆院選で求めている相互推薦を民進党が見送る方針を固めたとの一部報道があった。１０日の執行役員会で確認したとも報じられている。事実関係は
　「事実関係として、執行役員会で確認はしていない。随分、どこから取材をされたのかなと率直に思える報道だった」
　－－野田佳彦幹事長は共産党との相互推薦は困難との見方をしている。蓮舫氏はどう考えるか
　「昨年末の幹事長・書記局長の会談で具体的に進めていこうと合意したのは、まずは政策。実際に市民連合さんからも政策要望等もいただいているので、政策の実務者会議をしっかり進めていこうということは合意している。もう一つは、できる限りの協力の中で、実際に選挙区においてどのように調整をしていくことができるんだろうか、その部分のハードルは何なのか。これも実務者協議で前に進めていくことを合意した。この２つはもう既に始まっている。それ以外のことについてはまだ何も決めていないし、まだ進めているものではない」
　－－「共謀罪」についてうかがう。対象を絞り過ぎると国際組織犯罪防止条約に批准できなくなる問題が指摘されている。批准には国内法の整備が必要だが、その必要性についてどう考えるか
　「そもそもこの条約を批准するときに私どもも賛成しているし、条約の必要性、特にテロに対してしっかりと国際的に取り組んでいくんだという精神はもちろん賛成している」
　「ただ、４年以上の懲役・禁錮という条件になっているけれども、そうなるとどうしても対象犯罪数が随分広くなる。６００を超えるとなると、やはり国民の皆様方の理解が一番だから、その不安をどうやって取り除いていくことができるのか、丁寧な説明も含めて、法案の中身も含めて、やはり相当分析をさせていただかなければ、私どもも対応を決めることがなかなかできかねるので、実際に政府がお出しになられるのかどうなのかも含めて、慎重に見させていただきたいと思う」
　－－都議選での小池氏との連携は選挙戦略上、民進党にどんなメリットがあると考えているか。民進党は３６人の公認候補予定者を決めているが、候補者調整で彼らの公認を取り下げる可能性は
　「都議選だから、最大のメリットは都民のために利益につながるかどうかだと思っている。その部分で改革の旗を掲げるわれわれの３６人の仲間を今、公認しているので、全員の当選を目指していくのは私たちが最優先としているところだ。ただ、これから先、どういう形で候補者の調整等が始まるのか、まだ具体的に始めている段階ではないので、後者の質問に関してはお答えできる段階にはない」
　－－安住淳代表代行が年明け、共産党の志位和夫委員長らと街頭演説し、非常にウケていた。今週末の共産党大会にも出席する予定だ。これは単なる社交儀礼なのか。共産党からの具体的な提案も含め、安住氏キーマンというか、代表の特命を受けていろいろやっていくことになるのか
　「安住代行が、例えば街頭演説であるとか、あるいはさまざまな場所でごあいさつをされることがあるけれども、そのあいさつの原稿であったり中身に関して、どのように発言・発信をしていくのかは、基本的には執行役員で代表・幹事長に一任を受けている。だから安住さんが代行として、ご自身で自由闊達（かったつ）に話しているのではなくて、党として、ここまでの発言で、今の段階ではわれわれの立ち位置はこうだとわかるような形で、執行部では共有をしていると理解をしていただきたいと思う」
　－－次期衆院選での共産党との連携についてうかがう。相互推薦ではなく、相互支援などの可能性は今後模索していくのか
　「いずれにせよ現政権を、やはり私たちは一強ではいけないという認識では４野党は共有をしている。その部分ではいろいろな可能性を否定するものではないが、いずれにせよ私自身が最も大切にしているのは政策だ。この政策で分かり合え、共有できるものがあった場合に、次には地域間の協力、どういう形でできる限りの協力ができるのか、この段階までも踏み込んで進めているものだから、あとは実際に、具体的に選挙がどういうときにやってくるのか、どういうタイミングなのかも含めて、総合的に判断をしていきたいと思う」
　－－野党共闘をめぐっては、民進党が野党第一党として主導権を握り、リーダーシップをとっていくことを望む声が党内外で聞かれる。これに対し、どんな認識を持っているか。今後主導権をとっていくとすれば、意気込みを聞きたい
　「現段階においても、特に私の大切にしている政策などは、市民連合からいただいた要請は、まず私たちがここまでならわれわれの中で答えができる、共有できるという案をお示しさせていただいて、他の野党にお諮りをしている。その部分ではある意味の事務作業なので、皆様方に『これが積極的な私たちの主導権だ』とお伝えするような場面は少ないかもしれないけれども、丁寧なわれわれの提案があって、それに対して４野党での協議・合意があって初めてまとまっていくものだと思っているので、劇場型で積極的にどうのこうのという進めるやり方は、私は今回はとらないと思っているので、そこはご理解をいただければと思う」
　－－都議選についてうかがう。小池氏は首相とも五輪をめぐり握手している。次期衆院選を考えると、小池氏がどんな立ち位置に立つかにもよるけれども、選挙民から見ると民進党はどういう立ち位置に立つのか分かりにくいのではないか。そのへんのリスクはないのか
　「一つ気になっているのは、小池都知事がいまだ自民党籍をお持ちだというところは、これまでも私は発言させていただいている。ただ、東京都政において何が今、都民に求められているかというと、まさに東京五輪・パラリンピックの財政の問題、あるいはどこが負担をして、都民の負担はどのようになるのか、あるいは古い古い、ある意味の旧態依然とした政治体制ではなくて改革も求められていると思うので、ここは特段、民進党だから、あるいは小池さんの勧める人だから、あるいは他の政党だからという部分で対決するというよりは、大きな政策に対しての賛否、そして改革を進めるか、進めないか、保守なのか、改革なのかというところでご理解をいただける選挙になるんだと思っている」
　「他方で総選挙の場合は、やはり政権選択を目指して、私たちは挑戦者ではありますけれども、選んでいただける政党として、今の政府・与党に対して明確に働き方、あるいは女性政策、子供、あるいは教育政策で旗を掲げるので、そこにおいて小池都知事がどのようにタッチされるのか、ちょっとよく分からないけれども、その部分では明確に国民の皆様方、都民の皆様方に、私たちの立ち位置はお示しできると思っている」
産経新聞2017.1.13 00:21更新 
【民進・蓮舫代表会見詳報（下）】譲位「政局的な衝突呼んではいけない」
　－－トランプ次期米大統領が今日未明開いた記者会見の感想は。日本に対しては、貿易不均衡でアメリカの得になっていないとの名指しの批判もあった
　「会見の様子は、大統領選のときのような極めて、ある意味、トランプ節は健在だなというような印象で残った。ただ、わが国の国名を２回掲げてお話になられた中身については、特に自由貿易体制について認識の齟齬が若干まだあるのかなと印象を受けた」
　「特にアメリカを中心として、世界で自由貿易はこれまで進歩して進められてきたし、その益を各国が共有して享受して世界経済は発展してきた。だから、この部分でアメリカだけが損をしているという考え方ではなくて、両者ともにどういうふうに国益をプラスに持っていくことができるのか、これはやはり丁寧にわが国の外交戦術として、トランプ次期大統領と分かり合え、同じ共有を認識する、まさに自由、民主主義、法の下の平等、この部分の認識をやはり共有することがとても大切だと思った」
　－－トランプ氏と大統領選後初めて会談した海外の首脳は安倍首相だった。日本政府として会談をしても、名指しでこう指摘をされてしまう状況だ。日本政府はトランプ政権に対し、どんな働きかけをしていく必要があるか
　「まさに世界の各国首脳に先んじてトランプ次期大統領とわが国の首相はお会いになった。話された内容は、国会の質問で何度おうかがいをしても明らかにされてはいない。もちろん外交だから、表にできること、できないことがあるのも理解はしている。ただ、お二人がお会いをしたにも関わらず名指しで非難をされるという、自由や民主主義や法の下の平等、あるいは自由貿易についての意識の共有がうまくできていないなと思えるのが一点」
　「それと、やはりＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）。さきの国会であれだけ衆参両院の貴重な時間と議員と税金を使って最優先した方向は、現政権の失政だったと改めて思った」
　－－天皇陛下の譲位に関する法整備について。社民党の吉田忠智党首は今日の記者会見で「恒久制度として皇室典範の改正を模索すべきだと、党としては考えている」と述べた。民進党はすでに典範改正で対処すべきだという考え方をまとめている。今後行われる与野党の意見集約では、考え方を同じくする他の野党と足並みをそろえて臨むのか
　「わが党の中では皇位検討委員会を立ち上げて、昨年に論点整理を行い、執行役員会で報告を受けている。ただ、やはりこれは、これまでも何度も申し上げているけれども、各党がそれぞれの案を用いて対案形式にしたり、あるいはある意味の政局的な衝突を呼んではいけないものだと私どもは思っているので、われわれの考え方として論点整理はお示しをさせていただいた。それには、女性宮家も含めてさまざまな課題があることも、われわれは提案している」
　「ただこれから先、例えば天皇の地位というのは国民の総意に基づくものだから、国民の総意である国会でどのような議論の会議体が設けられるのかも含めて、われわれはやはり静かな環境で、陛下のお言葉に思いを寄せつつ、そしてわれわれの持っている論点、あるいは他の政党等から出される論点、どういう形が一番、国民の総意に基づくものなのかは、議論は静かにしていきたいと思っている」
　－－党としてどのように対応すべきか、改めて聞かせていただきたい
　「皇位検討委員会でまとめさせていただいた、特例法ではなく皇室典範の改正によること。
　そこにおいては、皇嗣が成年、あるいは天皇のご意思、皇室会議の決議というものをもって、新たな条文を創設すべきであると。
　あるいは、そこにおいては女性宮家の創設、あるいは女性天皇、女系天皇については新たにこれからしっかり議論をしていくということも提言をさせていただいているので、これは私たちの中間の、とりあえずの論点整理だ」
　－－民進党が求めている女性宮家の創設について。各党に必ず今後検討するとか、今後の動き方について確約してほしいという考えはあるか
　「何度も申し上げているように、退位の件に関してはやはり静かな環境で、それぞれの政党のお考え、それぞれの政党のご提案も含めて、しっかりと話し合いをしていくものだと思っている。そのときに『こうあるべきだ』とか『こうでならなければならない』ということを、わが党が強行に主張する類（たぐ）いのものではないと思っている」
　「ただ、われわれの論点整理の中では、これは一つの課題として重いのではないかという部分で、女性宮家等のことはあえて提案させていただきたいとは思うけれども、どういう会議体になるか分からないけれども、他の政党がどのように受けとめて、どのようなお考えをお持ちなのか、まずは聞いてみなければ前に進めることはできないと思っている。予断を持ってこうだと言い切る話のものではないとも思っている」
　－－先ほど、都議選の質問に対する答えがなかった。小池氏との協議の進捗（しんちょく）状況は。蓮舫氏が直接小池氏と話す機会はあるか
　「今の質問に対して直接お答えするのは時期尚早だと思っている。いずれにせよ、われわれの公認をしている仲間全員を当選させるために、民進党としては鋭意努力をしていく」
　－－千代田区長選に党としてどう対応するか
　「まずは地元の総支部の対応に任せている。その上で、次の段階では東京都連がどのような形でまとめるのか。それを受けて、党としてどのような支援ができるのかを決めていきたいと思う」
　－－今週末の共産党大会に安住淳代表代行が出席する。人選の理由は。また、共産党は国会の開会式に出席するなど少しずつ態度を変えてきているが、現時点での共産党をどうみているか
　「３人の代行に支えてもらっている。その３人の役割を分けさせていただいていて、特に江田（憲司）代行には地方組織の再生であり強化、細野（豪志）代行には政策のバージョンアップグレードであったり、あるいはネット対策をしていただいて、安住代行には国会対策、あるいは４野党との調整をお願いしているので、その役割分担が一つ。あとは執行部の日程の調整の結果とご理解をください」
　「共産党さんがいろいろと進歩、変化をしていることは、われわれも認識はしている。ただ、他党のことに対して、だからわれわれがこう考えるというのは、なかなか適切ではないと思う」
　－－箱根駅伝で（蓮舫氏の母校の）青山学院大が優勝した。ご自身の（代表就任後の）この３カ月を踏まえ、何かギアチェンジしようということがあったら、今年の初回の記者会見なのでうかがいたい
　「ギアはチェンジして後ろに下げるものではないと思っているので、ローからハイに一歩ずつ進めていければと思っている。青学の優勝はよかった」
沖縄県、辺野古承認の撤回を検討　普天間で政府に対抗

共同通信2017/1/13 18:58

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡り、同県の謝花喜一郎知事公室長は13日、辺野古の埋め立て承認の「撤回」処分を具体的に検討していることを明らかにした。昨年末の沖縄県の最高裁敗訴を受け、埋め立て承認の効力が回復。政府は辺野古で海上作業を進めており、県は対抗策の検討を急いでいる。

　翁長雄志知事は2015年10月、前知事の埋め立て承認には瑕疵があるとして「取り消し」処分を行った。承認前の事情を理由に行う取り消しに対し、撤回は承認後の事情の変化を理由に行使が可能とする。いずれも、同じ効力があるという。

外相 米軍属の範囲見直しで来週にも文書署名へ調整
ＮＨＫ1月13日 13時36分
岸田外務大臣は、閣議のあとの記者会見で、沖縄のアメリカ軍の軍属による事件を受けて、軍属の範囲を事実上縮小させる内容の日米地位協定を補足する文書について、来週にもアメリカ政府と署名する方向で調整していることを明らかにしました。
沖縄県で当時２０歳の女性が殺害され、アメリカ軍の軍属の男が殺人などの罪で起訴された事件を受けて、日米両政府は先月、日米地位協定の対象となる軍属の範囲を事実上縮小させる内容で見直し、地位協定を補足する文書を政府間で交わすことで実質合意しました。
政府は１３日の閣議で補足文書に署名することを決定し、このあと、岸田外務大臣は記者会見で、来週早々にもアメリカ政府と署名する方向で調整していることを明らかにしました。
岸田大臣は「軍属の範囲をより明確化することで、軍属に対するアメリカ側の管理や対応が明らかになるので、事件の発生を抑制する結果につながることを期待したい」と述べました。
外務省によりますと、岸田大臣はアメリカのケネディ駐日大使と東京都内で署名式を行う方向で調整を進めているということです。
米軍の事件・事故対策に地元意向反映　沖縄県、政府に新協議機関を要求へ

沖縄タイムス2017年1月14日 09:47

　米軍による重大な事件・事故が発生した際、再発防止などの対策に沖縄県の意見を反映させるため、翁長雄志知事が国に求める新たな協議の仕組みの骨格が１３日、分かった。事故後、地元から聴取した意見や要望を政府と県の新たな協議会で検討、そこで作成した案を再び地元に投げ返しさらなる意見を求める。被害を受けた地元の意向が日米両政府の再発防止策などに、より明確に反映される仕組みを目指す。



沖縄県庁

　現在、米軍の事件・事故が発生した際の原因究明などに県が関与する仕組みはなく、実現すれば実効性ある再発防止策の構築や事故原因の検証への県の主体的な関与が期待できる。

　県は最終的な案の作成を急いでおり、２月上旬を目標に知事が上京し、政府に求める方針だ。

　県の案は、事件・事故が発生した際、当該市町村と県、沖縄防衛局、外務省沖縄事務所、米軍が集まり、事件・事故の情報や原因を共有。「地元意見」をまとめた上で、首相官邸、外務、防衛などの関係省庁と県による新たな協議の場で再発防止や米軍への対応などを検討し、再び地元に案を示すという双方向の仕組みを目指す。

　米軍は昨年１２月のオスプレイ墜落後、原因究明がなされないまま飛行と空中給油訓練を再開した。知事は再開を認めた日本政府を「安易に米側の説明を追認した」と批判。重大事故発生時には「沖縄が（間に）入らないと納得するのは難しい」として原因究明などの過程に県民の意見を反映させる仕組み作りの必要性を強調していた。（大野亨恭）

突起付き浮具設置か　辺野古新基地　市民、危険と批判

琉球新報2017年1月12日 08:30 
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「浮き玉」に棒と四角の板が付いた新たなフロート＝１１日午後３時すぎ、名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブ沿岸の砂浜
　【辺野古問題取材班】米軍普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古への新基地建設で、米軍キャンプ・シュワブ沿岸の砂浜に、突起物の付いた新たなフロートが並べられているのが１１日午後、確認された。新たなフロートは１２日以降、海上に設置される可能性がある。新基地建設に反対する市民は「カヌーや抗議船が乗り越えられないようにする対策ではないか。とがっているようにも見え危険だ」などと怒りの声を上げた。
　新たなフロートは通常のフロートの「浮き玉」に棒と四角い板が取り付けられた形状をしている。
　抗議船船長を務めるヘリ基地反対協議会の仲本興真事務局長（６８）は「フロートを乗り越える抗議行動をけん制したものかもしれない。そこまでやるかという感じだ」と指摘した。
　沖縄防衛局はこの日、米軍キャンプ・シュワブ沖合で海底に沈めたコンクリートブロックと「浮き玉」をワイヤで結び付ける潜水作業を行った。海上では建設に反対する市民らが抗議船２隻、カヌー１７艇、ゴムボート１艇で抗議行動を実施。カヌーの１１人が一時拘束されたがすぐに解放された。
米軍、沖縄沖で事前通知なく訓練　日本側に誤情報伝達

共同通信2017/1/14 01:071/14 01:08updated
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米軍が伝えた訓練実施日が誤りだったことについて、沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長（右）から説明を受けるうるま市の島袋俊夫市長＝13日午後、うるま市役所

　米軍が沖縄県うるま市沖でパラシュート降下訓練をした際、誤った実施日を市側に伝え、事前通知なく訓練が行われていたことが、市や防衛省沖縄防衛局への取材で13日分かった。日米両政府は、訓練を行う際は7日前までに日本側へ通知すると取り決めている。

　うるま市などによると、降下訓練は12日、同市沖合の米軍訓練場水域で実施された。米軍は昨年12月28日、沖縄防衛局を通じて市側に「1月13日と14日に訓練を行う」と通知。しかし13日になり、実施日が12日のみだったとして訂正した。

米空軍、うるま津堅沖で通知なく降下訓練　「伊江島集約」を無視

琉球新報2017年1月13日 08:30 


ＭＣ１３０特殊作戦機から次々とパラシュートで降下する米兵ら。物資も含まれている＝１２日午前１１時ごろ、うるま市の津堅島訓練場水域付近上空（又吉康秀撮影）
　【うるま】米空軍は１２日午前１１時すぎ、うるま市の津堅島訓練場水域で、沖縄県や市へ通知なくパラシュート降下訓練を実施した。落下物には兵士以外に黒い物資のような物も見られた。訓練水域周辺では民間の漁船などが航行する姿も確認された。県やうるま市は従来、日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）の最終報告に基づいて海域での訓練を伊江島に集約するよう求めてきたが、地元の要請は再び無視された。一方、米航空局は１１日、米空軍嘉手納基地内で１７日に複数の投下訓練の予定を公表したが、１２日になって削除している。津堅島沖での降下訓練は２０１５年８月以来でＳＡＣＯ合意後８回目。
[image: image12.jpg]



　午前１１時７分、米空軍ＭＣ１３０特殊作戦機から七つのパラシュートの塊が降下した。そのうち兵士は６人、残る一つは黒い物資でパラシュートが二つ付いていた。その後、兵士らはボートに乗って、周辺海域を約３時間半航行した後、米軍ホワイトビーチに上陸した。黒い物資は兵士が乗るボートだったとみられる。
　米軍がこの訓練水域で訓練する場合は、沖縄防衛局に事前通知しなければならない。本紙は米海兵隊や米空軍に、通知しなかった理由や津堅島周辺海域で訓練した理由を尋ねたが、１２日中に回答はなかった。
　一方、米航空局は１１日、サイト上で「米軍が１７日に嘉手納基地で高度３千メートル以上の上空から複数の投下訓練を実施する。午前６時から９時、正午から午後２時までの間、嘉手納基地の２本の滑走路が降下訓練により制限される」と記載していた。だが１２日午後７時現在、サイト上の記述はなくなっている。
　関係自治体は１２日、沖縄防衛局を通じて訓練の確認を急いだが「詳細は分からない」との回答だった。
（上江洲真梨子、清水柚里）
＜米軍ヘリパッド＞工事完了は8月ごろ　返還式典から半年以上遅れる

沖縄タイムス2017年1月13日 08:37

　【北部】東村高江周辺のヘリパッド建設で、Ｇ地区と宇嘉川河口部を結ぶ「歩行訓練ルート」を含む工事全体の完了時期について、沖縄防衛局が周辺自治体や高江区に、８月ごろになるとの見通しを伝えていたことが１２日、分かった。政府は昨年内に工事を終えるとし、昨年１２月に米軍北部訓練場の返還式典を行ったが、実際の工事完了時期は半年以上遅れる格好だ。



Ｇ地区のヘリパッドに続く進入路に設置された赤土流出防止柵＝１２月２４日（提供）

　一方、Ｇ地区への進入路に関し、防衛局は赤土防止対策の変更通知書を県に提出する構え。市民らによると、Ｎ１、Ｇ、Ｈ各地区の四つのヘリパッドは完成しているが、歩行訓練ルートやＧ地区進入路の整備が終わっていない。

　同進入路の両側には、いったん砂利が敷き詰められたが、返還式典後、赤土流出防止柵が設置された。市民側は敷き詰めた砂利を剥がし、工事をやり直すとみているが、防衛局は本紙の取材に「米軍の当面の運用に必要なので砂利を敷き詰めた。工事やり直しではなく、補強工事を行っている」と回答した。

　土木技術に詳しい男性は「式典に間に合わせるために、形だけ敷き詰めているのが明らか」とした。

オスプレイ飛行中に落雷　宮崎の市街地上空、プロペラ破損　2014年

沖縄タイムス2017年1月12日 05:00

　【ジョン・ミッチェル特約通信員】米軍オスプレイが２０１４年６月、落雷に遭った事故が当初の「駐機中」との説明とは異なり、宮崎県の市街地上空を飛行中に起きていたことが分かった。右側のプロペラ３枚のうち２枚が破損したほか、複数の制御機器にトラブルが発生していた。本紙が情報公開請求で米海軍安全センターの調査報告書を入手した。



宮崎県小林市



拡大する
【資料写真】米軍普天間飛行場のオスプレイ


米海軍安全センターの調査報告書。事故が起きた緯度経度が記載されている

「普天間で駐機中に落雷」と説明していた

　報告書によると事故機は１４年６月２６日午前１０時５１分、岩国基地（山口県）を離陸。普天間飛行場に向けて飛行していた午前１１時４３分、雷に打たれた。乗員は明るい閃光（せんこう）と乱気流を感じたという。乗員３人にけがはなく、そのまま普天間に着陸した。

　事故は当初、海軍安全センターの公表リストに掲載されたが、その後説明がないまま消去されていた。米軍は本紙や県などの問い合わせに「飛行中に落雷の兆候はなかった」「普天間に駐機中だった」などと説明していた。

　報告書に記された緯度経度によると、実際の発生場所は宮崎県小林市の上空。高度は不明だが、付近には県立高校や市役所がある。

　また、当日は飛行前から悪天候が予想されていたことも判明した。出発地の岩国と航路に近い鹿児島空港の気象観測では雷雨やあられ、乱気流の警報が出ていた。ところが、事前の飛行計画にはこれらの警報の記載がなかった。何らかの理由で乗員に伝えられなかった可能性がある。

　悪天候の中で飛行が許可された理由は、海軍安全センターが報告書の公開にあたって削除した。「公表すれば、事故原因調査に支障が出る」と説明している。

　ただ、事故機の飛行計画がずれ込んでいたことは分かった。事故機は別のオスプレイと計２機で６月２４日、兵器と兵員の輸送のため普天間から韓国の米軍烏山（オサン）基地に飛行。当初はその日のうちに引き返す予定だったが、荷物の積み降ろしに時間がかかった。翌２５日、給油のため岩国に飛行した時も、悪天候のために一時待機を強いられていた。

　落雷事故による被害総額は２８万６６２７ドル（約３３００万円）。当初、センターの公表リストでは最も重大なクラスＡ（２００万ドル以上）に分類されていたが、最も低いクラスＣ（５万ドル～５０万ドル）に分類し直された。

　普天間所属のオスプレイは昨年１２月にも乱気流、強風の中で夜間の空中給油訓練を実施し、名護市安部の海岸に墜落した。１３日で事故から１カ月を迎えるが、正確な事故原因が公表されないまま飛行は再開されている。

オスプレイ飛行中落雷、なぜ米軍は隠していたのか

沖縄タイムス2017年1月12日 11:00

　米軍の隠蔽（いんぺい）体質が改めて浮き彫りになった。「普天間飛行場に駐機していたオスプレイに落雷した」と発表された２０１４年６月の事故は、実は宮崎県の市街地上空を飛行中に起きていた。重大事故の隠蔽に、沖縄県内の訴訟団や市民団体は怒りをあらわにした。



頼和太郎氏

事故を小さく見せたかった？　

■頼和太郎さん（リムピース編集長）

　落雷に遭ったのが駐機中ではなく、宮崎県の市街地上空で飛行中だったことをなぜ隠していたのか。これは国内でオスプレイ配備に反対の声が根強い中で、事故の重大性を小さく見せたかったのだろうと考える。

　当初、米軍側が被害クラスＡとしていたものをクラスＣに分類し直したことからも、日本国内の世論を気にしてオスプレイの事故率を上げたくないという米軍側の思惑が見える。

　航空機が落雷に遭うのはよくあることだがプロペラの破損や制御機器のトラブルなど、重大な問題が発生しているのであれば安全な場所に不時着するべきだった。市街地上空で大きな事故を招く危険性もある中、そのまま普天間飛行場まで飛行を続けたことは考えられない。

　オスプレイ以外の米軍機でも同じような事案が繰り返され、隠されている事実がもっとあるはずだ。（談）

プロペラ破損したまま普天間へ戻る

　「あまりにもひどい」。普天間爆音訴訟団の島田善次団長は、落雷でプロペラが破損したままのオスプレイが、そのまま普天間飛行場まで飛行していたことに怒りの言葉を何度も口にした。「政府や米軍が繰り返す安全性は、全くのうそだ。ひどいという言葉しか頭に浮かばない」と吐き捨てるように言った。

　同訴訟団の石川元平副団長は「県民だまし、国民だまし。みんなだまされ続けている。オスプレイの問題だけでなく、米軍絡みのあらゆる事件事故に通じる」と強調。「オスプレイは“空飛ぶ棺おけ”。本土に住む人たちも早く気付くべきだ」と声を荒らげた。

　「米軍の説明はごまかしばかりで全く信用できない」。第３次嘉手納爆音訴訟原告団の新川秀清団長は、米軍が昨年１２月の同機墜落を「不時着水」と矮小（わいしょう）化していることを挙げ、「事故を小さく見せかける米軍のやりたい放題に対し、政府は何も言えない。植民地と変わらない。怒りの沸点を超え、ワジワジーという言葉では全く足りないくらいだ」と憤った。

　県統一連の瀬長和男事務局長は「事故率を低く見せ、安全だと示したい思いがあるかもしれない」と不信感を示した。宮崎県の市街地上空での落雷については「そもそもオスプレイに反対だが、市街地上空を飛ぶこと自体が問題」と指摘。悪天候が予想された中での飛行実施について「人命より、米軍の都合が優先されていることが改めて分かった」と語気を強めた。

オスプレイ事故１か月 翁長知事 新たな協議会設置を
ＮＨＫ1月13日 4時36分
アメリカ軍の輸送機オスプレイが沖縄県名護市の浅瀬で不時着して大破した事故から１３日で１か月となります。沖縄県の翁長知事はオスプレイの飛行再開を容認した政府の対応を批判し、今後は重大な事故などが起きた際の対応に県の意見を反映させたいとして新たな協議会の設置を求めることにしています。
先月１３日、アメリカ軍のオスプレイが空中給油の訓練中にプロペラを損傷し、名護市の浅瀬に不時着して大破しました。
アメリカ軍は、オスプレイの機体や構造に問題はないとして、事故の６日後に飛行を再開したのに続き、今月６日には空中給油の訓練を再開し、政府も容認しました。これについて、沖縄県の翁長知事は「政府がアメリカ側の説明をうのみにして、飛行再開を容認したことに強い憤りを感じる」と批判しています。
事故後の一連の対応を踏まえ、翁長知事は今後は、アメリカ軍による重大な事件や事故が起きた際の対応に県の意見を反映させたいとして、新たな協議会の設置を求めることになりました。沖縄県は、協議会のメンバーや運営方法などについて検討を進めたうえで、来月までに政府に要望する方向で調整を進めています。
ただ、沖縄防衛局は、これまでも必要に応じて沖縄県などに説明しているという立場で、政府側が協議会の設置を受け入れるかどうかは不透明です。
「怒り収まらぬ」＝日本政府対応も批判－オスプレイ事故１カ月・名護市長


記者会見で米海兵隊の新型輸送機オスプレイの事故について話す沖縄県名護市の稲嶺進市長＝１２日午前、同市役所
　沖縄県名護市の稲嶺進市長は１２日の記者会見で、米海兵隊の新型輸送機オスプレイが不時着・大破した事故から１３日で１カ月を迎えることについて、事故原因の究明が不十分な中で飛行が再開されたことなどを挙げ、「怒りが収まらない」と語った。
　市長は、米軍の飛行再開強行を日本政府が追認したとも指摘。「国民の生命財産を守るのが政府の当たり前の役割だが、県民は軽んじられている」と対応を批判した。（時事通信2017/01/12-16:37）
現場海域「早く元に」＝散乱の残骸、住民が回収－オスプレイ事故１カ月・沖縄


沖縄県名護市沖で米海兵隊の新型輸送機オスプレイが大破した事故で、海中の岩に挟まった残骸を回収するボランティア＝２０１６年１２月２５日、同市安部（安部区オスプレイ清掃活動実行委員会・川畑公平さん提供）
　沖縄県名護市沖の浅瀬に米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが不時着、大破した事故から、１３日で１カ月。米軍が早期に飛行を再開し、事故原因となった空中給油訓練も始める中、現場海域には今も多くの部品が散乱している。現場から約８００メートルの同市安部に住む荒木汰久治さん（４２）は「早く元のきれいな海に戻したい」との思いから、ボランティアで残骸の回収作業を続けている。
　事故があった昨年１２月１３日夜。激しい爆風と爆音で目が覚めた。オスプレイ乗組員の救出作業に当たったとみられる、米軍機の音だった。
　数時間後、音がやみ外に出ると、機動隊が既に付近を封鎖していた。日が昇り、大破したオスプレイの姿が浅瀬に現れ、あぜんとした。「なぜ住民を避難させなかったのか。封鎖の前に避難だろう」と怒りが沸いた。


沖縄県名護市沖で米海兵隊の新型輸送機オスプレイが大破した事故で、回収した残骸を手に取る住民の荒木汰久治さん＝１１日午後、同市安部
　米軍は同２２日に機体の回収作業を「終了した」と発表。荒木さんはその翌日、海に潜った。モーター、電気ワイヤの束、無数のプラスチックとファイバー繊維。「むちゃくちゃな状態だ」。米軍による回収時に削られたとみられる岩やサンゴ礁もあった。
　「このままだと海は死ぬ」。住民らにボランティアを呼び掛け、２５日に約１５人で海や岸を清掃した。年末年始も妻と１０歳の息子、３歳の娘と作業を続けた。回収した残骸はバケツ１０個以上に上り、自分の背丈ほどの物もあった。
　水上スポーツのスタンドアップパドルボード（ＳＵＰ）のプロ選手で、安部の海には年に１５０日以上入るという荒木さんは、「削られた岩やサンゴは元に戻らず、見るたびに心が痛む。せめて、それ以外の所は前よりもきれいにしたい」と話す。（時事通信2017/01/12-19:13）
オスプレイ残骸「まだこんなに」＝住民ら、事故現場を清掃－沖縄
　沖縄県名護市沖で昨年１２月、米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイが不時着、大破した事故で、地元住民らが１４日、現場周辺を清掃し機体の残骸を回収した。バケツいっぱいに積み上がった破片を前に、事故から１カ月が経過しても「まだこんなにあるのか」と驚きの声が上がった。


米海兵隊の新型輸送機オスプレイが大破した事故現場で、回収した残骸を分別する住民ら＝１４日午後、沖縄県名護市
　住民ら約１５人が岸と海に分かれ、３時間かけて回収した。鉄製や大型の残骸は減る一方、細かい物はまだ多く残っていた。（時事通信2017/01/14-20:25）
応援組警察への支出違法＝ヘリパッド建設で住民訴訟－那覇地裁
　米軍北部訓練場（沖縄県東村など）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設をめぐり、現場の警備のため全国から派遣された警察職員の活動に対する公金支出は違法だとして、沖縄県民１５人が１２日、県に対し、県警本部長らに約８５０万円を賠償請求するよう求める住民訴訟を那覇地裁に起こした。
　原告側は「警備活動は、工事の事業者である防衛省沖縄防衛局の便宜をことさらに図った行為で、不偏不党と公正中立を定めた警察法２条に反し違法」と指摘。昨年９月までに県が負担した燃料費や車両修繕費を賠償させるよう求めた。（時事通信2017/01/12-19:01）
沖縄県警に１００人出向＝米軍属事件受け増員－警察庁
　警察庁は１２日、警視庁や大阪府警など１６都府県警の警察官計１００人が沖縄県警に出向すると発表した。１８日に着任する。同県うるま市で昨年４月、米軍属の男に女性が殺害された事件を受けた犯罪抑止策の一環で、警察庁は「県民の安全・安心の確保を図るため、速やかな増員が必要と判断した」としている。（時事通信2017/01/12-10:45）
平和市民連絡会が翁長知事を提訴　高江工事警備、支出の違法訴える

沖縄タイムス2017年1月14日 05:00

　東村高江周辺のヘリパッド建設で、警備のために県外から派遣された警察官のために県が燃料費や車両修繕費を支出したのは違法などとして、沖縄平和市民連絡会の市民１５人は１２日、県警に約８６０万円を請求・賠償するよう翁長雄志知事に求める住民訴訟を那覇地裁に起こした。

　連絡会の北上田毅さんは「抗議活動を違法に弾圧した活動への支出で、許されない」と指摘。県警側は「訴状が届いていないのでコメントを差し控えたい」とした。

　訴状などによると昨年７月、県公安委員会の要請で、東京や神奈川など県外６都府県の警察官約５００人が高江の警備に当たった。県警本部に情報公開請求した市民側は、県の経費負担は同７～９月で計約８６０万円と主張。警備が終了するまでに県が負担した費用はさらに多いだろうと指摘している。

反基地リーダー釈放求め国会集会　「政治弾圧だ」

共同通信2017/1/12 19:031/12 19:04updated
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沖縄平和運動センターの山城博治議長の釈放を求める集会で、あいさつする作家の落合恵子さん＝12日午後、国会

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対するグループのリーダーが昨年10月に逮捕され、勾留が続いていることを巡り、作家の落合恵子さんや評論家の佐高信さんらが12日、国会内で釈放を求める集会を開いた。300人以上が参加し「政治弾圧をやめよ」などと主張した。

　勾留が続いているのは、沖縄平和運動センターの山城博治議長（64）。昨年10月、米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯建設現場で有刺鉄線を切った疑いで、沖縄県警が逮捕した。その後も、辺野古の米軍基地ゲート前にブロックを積んで移設作業を妨げた疑いなどで、2度再逮捕された。

「沖縄の基地反対リーダー釈放を」　「微罪」で３カ月勾留　東京で抗議

東京新聞2017年1月13日 朝刊 

	山城議長の写真入りポスターを背に、早期釈放を求めるルポライターの鎌田慧さん（右）と作家の落合恵子さん＝１２日、東京・永田町の参院議員会館で（辻渕智之撮影）
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　沖縄県で米軍基地建設に反対する抗議行動に絡んで逮捕、起訴され、勾留が三カ月近く続く沖縄平和運動センターの山城博治（ひろじ）議長（６４）らの早期釈放を求める記者会見と市民集会が十二日、東京・永田町の参院議員会館であった。ルポライターの鎌田慧（さとし）さんは「微罪での不当逮捕を長期勾留によって大きな罪にみせようとする政治弾圧。無関心に許せばこれからの大衆運動も弾圧される」と訴えた。

　集会では、沖縄県名護市辺野古（へのこ）の基地建設現場そばから市民団体メンバーが携帯電話で現状を報告。「山城さんは大病（悪性リンパ腫）を患った後で、体調も心配。勾留は、私たち沖縄県民の当然の権利行使である抗議行動をつぶすものだ」と強調した。

　山城議長は、沖縄防衛局職員の腕をつかみ、けがを負わせたとする傷害などの容疑で昨年十～十一月に三回逮捕され、他の二人とともに勾留が続く。

　一方、辺野古基地建設に反対する署名活動を続けている川崎沖縄県人会（川崎市）のメンバーらが十二日、東京都港区の米国大使館周辺で抗議の声を上げた。県人会の倉持嘉之（よしゆき）さん（６３）は「政府は戦争の方向に動いている。今闘わないと」と力を込め、県人会副会長の座覇（ざは）光子さん（７６）は「これは沖縄だけの問題ではない」と話した。

宮古島市長選、１５日告示＝陸自配備の是非争点－沖縄
　任期満了に伴う沖縄県宮古島市長選が１５日、告示される。陸上自衛隊配備の是非が最大の争点で、配備容認派２人と反対派２人が出馬する見通し。反対派の市長が誕生すれば、南西諸島の防衛体制に影響が出かねず、政府は神経をとがらせている。投開票日は２２日。
　立候補を予定しているのは、現職で３選を目指す下地敏彦氏（７１）＝自民推薦＝と、前宮古島市議会議長の真栄城徳彦氏（６７）、元県議の奥平一夫氏（６７）、医師の下地晃氏（６３）＝社民推薦＝の３新人。いずれも無所属だ。
　下地敏彦氏は昨年６月、陸自配備受け入れを表明。選挙戦でも中国の海洋進出を念頭に「最悪の事態に備えるのは当然」と訴える。真栄城氏も容認の立場だが、「防衛省が計画の全体像を示してほしい」と求めている。
　これに対し、奥平氏は「防衛省の計画に断固反対だ。基地が配備されれば（外国の）標的にされる」と指摘。同氏は翁長雄志県知事の支援を受ける。下地晃氏も「絶対反対だ」と主張している。　
　宮古島市長選について、菅義偉官房長官は１３日の記者会見で「地域の経済発展など身近な問題が争点だ」と強調。防衛省関係者は、反対派が勝利すれば「４年間、配備計画が止まるかもしれない」と懸念を示した。（時事通信2017/01/14-14:48）
オスプレイ整備工場を開設　米軍発表、木更津駐屯地

共同通信2017/1/14 11:02
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陸上自衛隊木更津駐屯地でオスプレイ整備工場の開所式に出席した日米の関係者＝12日、千葉県木更津市（米太平洋軍提供・共同）

　【ワシントン共同】米太平洋軍は13日、陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）で米軍新型輸送機オスプレイの定期整備拠点となる工場の開所式を12日に実施したと発表した。式典には米軍幹部のほか陸自幹部らも参加した。

　太平洋軍は声明で工場開設について「米軍が前方展開するオスプレイの部隊を維持する上で極めて重要」と説明。整備に参画する富士重工業が技術を習得できることは「重要な経験だ」として日米同盟にとって「ウィンウィン（相互利益）」になると強調した。

　太平洋軍によると、富士重工業の技術者の訓練が近く終わり、整備を始めるという。

グアムで新迎撃ミサイル視察＝稲田防衛相「能力強化策の一つ」
　稲田朋美防衛相は１３日、米領グアムの米軍アンダーセン空軍基地を訪れ、最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」を視察した。防衛省によると、稲田氏は視察後、記者団に「新たな脅威の段階に入っている北朝鮮対応として能力強化策の一つとなり得る」と述べ、導入の検討を続ける意向を示した。
　北朝鮮が昨年、弾道ミサイルを２０発以上発射するなど、核・ミサイル開発を加速させていることを踏まえ、防衛省はミサイル防衛強化に取り組んでいる。新装備品の一つとしてＴＨＡＡＤの導入も検討しており、実現すれば地対空誘導弾パトリオット（ＰＡＣ３）より防護範囲が拡大するが、費用が数千億円に上るなど課題も多い。（時事通信2017/01/13-16:44）
稲田氏、グアムでTHAAD視察　ミサイル防衛の強化検討

共同通信2017/1/13 12:33
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アンダーセン空軍基地を訪問し、米軍関係者から説明を受ける稲田防衛相（手前左から2人目）＝13日、グアム（共同）

　【グアム共同】稲田朋美防衛相は13日午前（日本時間同）、米領グアムのアンダーセン空軍基地を訪問した。米軍の最新鋭迎撃システム「高高度防衛ミサイル（THAAD）」を視察。北朝鮮の核・ミサイル開発を踏まえ、THAAD導入も自衛隊のミサイル防衛強化策になり得るとみて、将来的な選択肢の一つとしたい考えだ。

　視察後、稲田氏は記者団に「THAAD導入の具体的な計画はないが、一つの選択肢として何が可能か検討したい」と述べた。THAADは、航空自衛隊の地対空誘導弾パトリオット（PAC3）と比較し、高い高度での迎撃が可能でより広範囲をカバーできるとされる。

防衛相 グアムで「ＴＨＡＡＤ」視察 ミサイル防衛強化急ぐ
ＮＨＫ1月13日 15時03分
稲田防衛大臣は、訪問先のグアムで、アメリカ軍の最新の迎撃ミサイルシステム「ＴＨＡＡＤ」を視察したあと記者団に対し、北朝鮮による相次ぐ弾道ミサイルの発射を受けて、ミサイル防衛の強化を急ぐ考えを改めて示しました。
稲田防衛大臣は、日本時間の１３日午前、グアムにあるアメリカ軍の基地を訪れ、大型の無人偵察機「グローバルホーク」や戦略爆撃機のほか、北朝鮮によるミサイル発射などに備えて配備されている最新の迎撃ミサイルシステム「ＴＨＡＡＤ」を視察しました。
「ＴＨＡＡＤ」は、自衛隊に導入されている地上配備型の迎撃ミサイル「ＰＡＣ３」に比べ、より高い高度で迎撃できるシステムで、稲田大臣はアメリカ軍の担当者から性能や運用状況などの説明を受けました。
このあと、稲田大臣は記者団に対し、「ミサイル防衛の体制や新たな装備品を検討する１つとして、この目で見ることができて有意義だった。どうすれば日本を守れるのかという観点から何がいちばん最適か、速やかに検討を進めたい」と述べ、「ＴＨＡＡＤ」の導入に向けた検討も含めて、ミサイル防衛の強化を急ぐ考えを改めて示しました。
防衛相 米海兵隊のグアム移転 着実に進めたい
ＮＨＫ1月13日 16時10分
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稲田防衛大臣は、訪問先のグアムで、沖縄に駐留するアメリカ海兵隊の移転に向けた施設の整備状況を視察し、沖縄の基地負担を軽減させるため、引き続きアメリカ側と緊密に連携して、グアムへの移転を着実に進めていく考えを示しました。
日米両政府は、沖縄に駐留するアメリカ海兵隊の一部を国外に移転させる計画で、このうち、およそ４０００人について、２０２０年代の前半にグアムへの移転を開始するため、日本側も費用を負担して施設の整備作業が進められています。
こうした中、稲田防衛大臣は、沖縄に駐留するアメリカ海兵隊の移転先となっているグアムのアンダーセン空軍基地やグアム海軍基地などを訪れ、新設される駐機場や格納庫のほか、港湾施設などの整備状況を視察しました。
稲田大臣は記者団に対し、「安倍政権の最重要課題でもある沖縄の負担軽減のためのグアム移転という重要な取り組みを実際に見ることができた。しっかり日米が協力して、できるだけ加速できるように取り組んでいきたい」と述べ、引き続きアメリカ側と緊密に連携して、グアムへの移転を着実に進めていく考えを示しました。
Ｆ３５コスト削減「合意近い」＝トランプ氏と交渉－米ロッキード


１３日、米ニューヨークでトランプ次期大統領と会談後、記者団の取材に応じる米航空機大手ロッキード・マーチンのヒューソン最高経営責任者（ＣＥＯ）（ＥＰＡ＝時事）
　【ニューヨーク時事】米航空機大手ロッキード・マーチンのヒューソン最高経営責任者（ＣＥＯ）は１３日、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５のコスト削減をめぐるトランプ次期米大統領との交渉について「合意は近い」との認識を示した。ニューヨークでのトランプ氏との会談後、記者団に語った。個別企業に製品の値下げや工場の海外移転中止を求める同氏の「政治介入」に、関係各社は戦略の見直しを迫られている。
　トランプ氏は昨年１２月、ツイッターで「Ｆ３５の計画とコストは制御不能だ」と主張。その後のヒューソン氏との直接会談が平行線に終わると、同業のボーイングに乗り換える姿勢もちらつかせて値下げを再三迫り、同氏に「（コストを）大幅に削減する」と確約させていた。　
　Ｆ３５は米英など９カ国が共同開発し、米軍は２４４３機、日本も４２機を購入する計画。価格は１機当たり１億ドル（約１１５億円）以上と高額だが、レーダーに探知されにくいステルス性や高い運動性能が制空権の確保に役立つと期待されている。
　ヒューソン氏はまた、テキサス州フォートワースの工場で１８００人を追加雇用する計画を表明。「米４５州にまたがるサプライチェーンを考えれば、何千何万という雇用が生まれる」と述べ、雇用政策を最重視するトランプ氏への配慮を見せた。（時事通信2017/01/14-09:30）
日豪首脳、米新政権と強固に連携＝弾薬融通へ署名－ＴＰＰ発効目指し努力


共同記者発表を終えオーストラリアのターンブル首相（右）と握手する安倍晋三首相＝１４日、シドニー（ＡＦＰ＝時事）
　【シドニー時事】安倍晋三首相は１４日午後（日本時間同）、オーストラリアのシドニーでターンブル首相と会談し、２０日に発足するトランプ次期米政権と日豪が強固に連携していくことを確認した。防衛協力の推進でも一致し、会談後、自衛隊と豪軍の物資融通の対象に、新たに弾薬提供を含める日豪物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）改定の署名式に立ち会った。
　両首脳は会談で、日米、豪米の同盟について「平和と安全の要で、地域の安定と繁栄を下支えするもの」と評価。この後の共同記者発表で安倍氏は「次期米政権と強固に連携していく意思を確認した」と強調。ターンブル氏も「米国と密接に協力し、地域の関心事を進めていく」と述べた。
　両首脳は、自衛隊と豪軍の共同訓練など「より深い防衛協力」を追求するよう両国の防衛相に指示した。ＡＣＳＡの改定は昨年３月の安全保障法制の施行に伴うもので、防衛協力の一環。両首脳は、共同訓練を円滑にする新たな協定についても、年内妥結に期待を表明した。


オーストラリアのターンブル首相（左から２人目）と笑顔で会談に臨む安倍晋三首相（右側手前から２人目）＝１４日、豪州シドニー（ＡＦＰ＝時事）
　南シナ海問題については、協力の一層の強化で合意。海洋進出を拡大する中国を念頭に、「深刻な懸念」を共有するとともに、軍事拠点化や緊張を高める行動の回避を求めた。東シナ海についても、現状を変更する一方的な行動にそろって反対した。
　トランプ次期米大統領が脱退を表明し発効が絶望視される環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関しては、「引き続き必要不可欠な優先事項」として、早期発効を目指すことを確認。トランプ氏に対し、さまざまな機会を通じて協定の意義を粘り強く訴えていくことも申し合わせた。アジア広域の域内包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の早期妥結に向け協調することでも一致した。　（時事通信2017/01/14-18:59）
安倍首相、豪首相と会談　ACSA改定へ、自由貿易推進も

共同通信2017/1/14 13:38
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オーストラリアのターンブル首相（左手前から2人目）と会談する安倍首相（右手前から2人目）＝14日、シドニー（代表撮影・共同）

　【シドニー共同】安倍晋三首相は14日午後（日本時間同）、オーストラリアのターンブル首相とシドニーの首相公邸で会談した。「準同盟国」と位置付ける同国との「特別な戦略的パートナーシップ」を強化。自衛隊とオーストラリア軍との間で弾薬提供が可能となる物品役務相互提供協定（ACSA）改定の署名式にも立ち会う。保護主義的なトランプ次期米政権が20日に発足するのを控え、環太平洋連携協定（TPP）を含む自由貿易体制の推進でも認識を共有する。

　安倍首相のオーストラリア訪問は2014年11月以来。両首脳は会談に先立ち、シドニー湾を望む観光名所を約30分間散歩、親交を深めた。

日豪、トランプ氏と強固に連携　米関与の重要性確認

共同通信2017/1/14 17:53
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共同記者発表を終え、オーストラリアのターンブル首相（右）と握手する安倍首相＝14日、シドニー（共同）

　【シドニー共同】安倍晋三首相は14日午後（日本時間同）、オーストラリアのターンブル首相とシドニーの首相公邸で会談し、アジア太平洋地域の平和と安定を図るため、米国で20日に発足するトランプ新政権を含めた3カ国で「強固に連携」することを確認した。会談後の共同記者発表で安倍首相が明らかにした。トランプ氏が脱退を表明する環太平洋連携協定（TPP）について早期発効を目指すことでも一致。日豪間の防衛協力を推進することも申し合わせた。

　日豪首脳は米新政権発足前に、アジア太平洋地域情勢に踏まえ、米国の関与は不可欠で、自由貿易も重要だと呼び掛けた形だ。

日豪防衛物品協定、改定へ＝１４日に首脳会談
【シドニー時事】安倍晋三首相は１３日夜（日本時間同）、政府専用機でオーストラリアのシドニー国際空港に到着した。１４日午後に行われるターンブル首相との会談では、自衛隊と豪軍の物資融通の対象に、新たに弾薬提供を含める日豪物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）改定の署名式に立ち会う。２０日にトランプ次期米大統領の就任を控え、日米豪３カ国の強固な連携の重要性についても確認する。
　両首脳の会談は昨年９月以来で、今回が４回目。シドニーはターンブル首相の地元でもあり、首脳同士の信頼関係を深めたい考えだ。
　ＡＣＳＡの改定は、昨年３月の安全保障関連法の施行に伴うもの。日豪の連携を強化することで、海洋進出を太平洋にも拡大する中国をけん制する狙いがある。（時事通信2017/01/13-20:18）
米国との同盟「重要」　首相、比大統領と一致

共同通信2017/1/13 21:46

　【ダバオ共同】安倍晋三首相は13日（日本時間同）、フィリピンのドゥテルテ大統領と南部ミンダナオ島ダバオ市のホテルで会談し、それぞれ米国と結んでいる同盟関係は重要との認識で一致した。中国が軍事拠点化を進める南シナ海問題は国際法に基づき解決すべきだと確認。その後、首相は政府専用機でダバオ国際空港をたち、次の訪問先オーストラリア・シドニー入りした。14日に、日豪首脳会談に臨む。
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首脳会談に臨む安倍首相（左）とフィリピンのドゥテルテ大統領＝13日、ダバオ（共同）

　日比首脳は12日に続く会談。これに先立ち、首相と昭恵夫人はドゥテルテ氏の自宅に招かれるなどして朝食、昼食を一緒に取り信頼を醸成した。

武器輸出三原則の例外認める方針 事前に米に伝える
ＮＨＫ1月12日 11時01分
１９８３年に、当時の中曽根総理大臣がアメリカのレーガン大統領との初めての首脳会談で、懸案となっていた武器技術の供与を表明するにあたり、事前に「武器輸出三原則」の例外として認める方針をアメリカ側に伝えていたことが、１２日公開された外交文書で明らかになりました。
外務省が１２日公開した外交文書によりますと、中曽根総理大臣は、１９８３年１月にアメリカでレーガン大統領との初めての首脳会談に臨む前、マンスフィールド駐日大使と会談しました。
この中で中曽根総理大臣は、当時懸案となっていたアメリカへの武器技術の供与について、「通常国会の始まる今月末からわれわれは政治的台風圏の中に突入していく。その最たるものが武器技術供与問題だ。自分は本件につき、日本政府として『やる』との話を大統領にするつもりだ」と明らかにしました。そのうえで、「本件は原則の問題であって、小手先のやり方ではだめだと判断し、三原則に例外を作ることとした。自分としては武器輸出三原則を修正するとの決意を行った」と述べ、アメリカへの武器技術の供与を「武器輸出三原則」の例外として認める方針を伝えました。
このあとの首脳会談で、レーガン大統領は、「ご決断を多とする」としたうえで、「日米両国は安全保障面でおのおの責任を負っているが、その共通の目標は平和を維持することにある」と述べ、日本側の姿勢を評価しました。
この会談以降、２人は気脈を通じ、のちに「ロン・ヤス」と愛称で呼び合う関係にまで発展しました。
また、中曽根総理大臣はシュルツ国務長官との会談で、レバノン内戦時の多国籍軍の派遣に関係する資金援助に「お答えはイエスだ」と応じ、日米同盟を双務的なものと捉え、日本が貢献できる分野を積極的に提示する姿勢を示しました。一方、ワインバーガー国防長官が同席した会談では、「防衛問題でも貿易問題でも米国のためと思ってやっているのではない」と述べ、日本の防衛問題は日本が主体的に判断する姿勢も示しています。
中曽根総理大臣の外交姿勢について、日米外交史が専門の立正大学法学部の増田弘特任教授は、「中曽根総理大臣は、経済大国・日本に国際貢献を求める世界の潮流を十分認識し、政治・安全保障上の役割を政策にしっかり組み込んだ最初の総理大臣と言える。そういう意味で、中曽根外交は先見性があったと思うし、確固たる思想の下に外交施策を形成し、実践していた」と話しています。
中曽根氏のコメント
中曽根元総理大臣は、今回の外交文書の公開にあたってコメントを出しました。
それによりますと中曽根氏は、「当時は依然、ソ連が安全保障上の脅威であり、そのためにもアメリカ、中国、韓国との関係は大変重要で、これらの国と信頼関係を構築することは外交上の最優先課題だった。ソ連に対しては西側の一員として断固たる態度でのぞんだ。えてして米国追従型といわれたそれまでの日本外交を脱し、アジアを背景に自主外交路線を打ち出すことはアジアの国々や国際社会から信頼を得る上でも非常に重要な視点だったと思う」としています。
また中曽根氏は、「今回、外交関係の資料が国民の前に公になるわけで、政治はそうした点を十分に認識する必要がある。責任の重さとともに後の時代の評価にも十分に耐えうる政治を行わなければならない」としています。
中曽根氏「武器技術供与認めることを明確に発言」
中曽根元総理大臣は、これまでにＮＨＫの取材に対し、武器技術の供与を「武器輸出三原則」の例外として認める方針を決めた背景について、「私が総理大臣になってから、日米間の懸案を解決しなければ日米親善は成立しないという問題で、アメリカに対して武器技術供与は認めることを明確に発言した。国内で多少異論はあったが、それで解決した。国内的には、日本の防衛政策を国民的に確立させ、政治が防衛政策というものをしっかり持っていることを示す必要があった」と述べました。
多国籍軍に資金拠出約束＝中曽根首相、初訪米時に－外交文書


ホワイトハウスで会談する中曽根康弘首相（右）とレーガン米大統領＝１９８３年１月１８日、米ワシントン
　外務省は１２日、終戦直後から１９８０年代前半までの外交記録文書ファイル２４冊を公開した。それによると、悪化していた日米関係改善を目指した中曽根康弘首相の８３年１月の初訪米時、米側の求めに応じ、レバノン駐留多国籍軍への資金拠出を内々に約束していたことが分かった。レーガン大統領との首脳会談では「日米両国は運命共同体」とも表明、関係改善に前のめりになっていた様子がうかがえる。（肩書は当時）
　当時の日米関係は貿易摩擦に加え、前首相の鈴木善幸氏が「日米同盟関係に軍事的意味は含まない」と発言したことでぎくしゃくしていた。８２年１１月に政権を引き継いだ中曽根氏にとって、対米関係修復は外交の最優先課題だった。
　中曽根氏はワシントン入りすると、シュルツ国務長官に「日米間にはここ１、２年、フリクション（摩擦）があった」として関係改善に意欲を示した。その後、改めて会談したシュルツ氏から、レバノンに派遣した米軍を含む多国籍軍の駐留経費拠出を要請され、「部隊派遣はできないが資金的協力は原則的に行う考えだ」と明言。ただ、国内の反発も予想されるとして「いかなる名目で、どの程度拠出するか政府部内で検討中だ」とも付け加えた。外務省は「実際の拠出は確認できず、実行されなかったと認識している」としている。


首脳会談を終え握手する中曽根康弘首相（左）とレーガン米大統領＝１９８３年１月１８日、米ワシントン
　ホワイトハウスで閣僚も同席して開かれた両首脳の昼食会では、ソ連との冷戦下にあった米側が防衛面での一層の努力を促した。中曽根氏は、（1）有事にソ連潜水艦を日本海に閉じ込める（2）ソ連爆撃機の日本列島侵入を許さない（3）シーレーン（海上交通路）の確保－を挙げ、協力を表明した。
　中曽根氏は訪米に当たり、野党の反対にもかかわらず武器輸出三原則を緩和して米国に武器技術を供与することを決断。レーガン氏はこうした点を高く評価、「個人的信頼関係を樹立したい」として、夫人らを交えた朝食会を急きょ催した。
　滞在中、中曽根氏は米紙ワシントン・ポストとのインタビューで「日本を不沈空母にする」と発言したと報じられ、真偽も含めて物議を醸した。公開された日本側作成のメモでは、「日本列島を不沈空母のように強力に防衛」すると述べていたことも裏付けられた。（時事通信2017/01/12-10:16）
米の沖縄での施政権などめぐる覚書 明らかに
ＮＨＫ1月12日 12時58分
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沖縄返還前の１９６５年、日米両政府が沖縄への経済援助を話し合う委員会の機能拡大を決める際に、日本は、アメリカ側の沖縄での施政権には影響を及ぼさないことを、極秘に確認したいという意向を受け入れていたことが、１２日に公開された外交文書で明らかになりました。
沖縄がアメリカの施政下にあった１９６５年４月、日米両政府は、沖縄への経済援助を話し合う場として設置していた日米協議委員会について、議題を民生全般に広げ、機能を拡大させることで合意しました。
１２日に公開された外交文書によりますと、合意に至る前の日米の事前協議の中で、アメリカ側は、委員会の機能拡大によって、沖縄に対するアメリカの施政権に影響を及ぼさないことや、委員会の議題は事前に両国で十分協議することを、覚書として極秘に確認したいという意向を日本側に伝えていました。
これに対し、当時の佐藤栄作総理大臣は「米国が施政権を持っていることは当然のことであるが、同時に日本が潜在主権を持ち、沖縄住民が日本国民であることは米国も認めているところである。米国側が日本政府の言うことを面倒くさがるということでは困る」と述べ、委員会での自由な議論が妨げられないか懸念を示しました。
ただ日本政府は、アメリカのライシャワー駐日大使が「新しい協議委員会では何でも互いに率直に話し合うべきだと考えている」と伝えてきたことを受けて、覚書の内容を最終的に受け入れました。
これについて、日米外交史が専門の日本大学の信夫隆司教授は「アメリカ側は、委員会の機能拡大が施政権返還につながることを非常に警戒していたのだと思う。当時はベトナム戦争が激化した時期で、アメリカ側には沖縄を補給基地などとして確保したいという思惑があったのだろう」と指摘しています。
墓参などでの小笠原帰還 ５７年の会談で米が拒否
ＮＨＫ1月12日 15時57分
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戦後アメリカの施政下にあった小笠原諸島が返還される前の１９５７年に行われた日米外相会談で、日本側が、元島民の墓参りなど島への帰還を求めたのに対し、アメリカ側は軍事上の理由で拒否していたことが、１２日公開された外交文書で明らかになりました。
小笠原諸島には戦時中、島民およそ７０００人が暮らしていましたが、戦争が激しくなった１９４４年に日本本土に強制疎開させられてからは、戦後、アメリカから返還されるまでの間、ほとんどの島民が島へ戻れませんでした。
１２日に公開された外交文書には、小笠原諸島がアメリカの施政下にあった１９５７年９月、当時の藤山外務大臣がアメリカのダレス国務長官と会談したときの記録が記されています。
この中で藤山大臣が、返還問題とは切り離して、「少数でも早く帰島を実現してもらいたい」と求めたのに対し、ダレス長官は「帰島を研究したが、結論は否定的である。この問題は軍当局との間で議論を尽くしたところである」などと述べ、軍事上の理由で拒否しました。
藤山大臣が、島への全面的な帰還が難しいならば、墓参りのために帰るいわゆる「墓参」だけでも認めるように重ねて求めましたが、ダレス長官は「墓地については戦争による破壊やその後のジャングル化により跡形もない」としたほか、「安全保障上の事情がある」などと述べ、応じませんでした。
会談が行われた１９５７年は、日本本土に駐留していたアメリカ軍の地上戦闘部隊が撤退した時期と重なり、ダレス長官は会談の終盤、「米軍の日本撤退に伴い、小笠原は軍事専門の拠点にする必要がある」と述べていて、当時、小笠原諸島の軍事上の重要性が高まっていたことがうかがえます。
日米外交史に詳しい日本大学の信夫隆司教授は「当時、小笠原諸島の父島には核弾頭が配備されていたとも言われていて、安全保障上の重要性の高まりから、アメリカは島への帰還を許さなかったと推測される。その後、原子力潜水艦の能力向上で、軍事的な重要性が大幅に低下し返還されることになったが、領土交渉が軍事的な安全保障と密接に絡んでいることを示す事例だ」と指摘しています。
小笠原諸島返還までの経緯
小笠原諸島には、かつて７０００人を超える島民が暮らしていましたが、太平洋戦争の戦況の悪化に伴い、１９４４年に軍属を除くすべての島民が日本本土へ強制疎開させられました。
翌年の１９４５年、終戦を迎えましたが、百数十人の欧米系の島民を除いて、ほとんどの人がふるさとの島に戻ることを許されないまま、アメリカの施政下におかれました。
しかし、１９６５年、日米両政府は「アメリカが墓参を好意的に検討することについて同意した」とする共同声明を発表。その２か月後、墓参のための島への立ち入りが例外的に認められることになりました。
そして、１９６７年１１月、当時の佐藤栄作総理大臣がアメリカを訪問し、ジョンソン大統領と首脳会談を行い、小笠原諸島の早期返還に原則合意しました。
翌年の１９６８年４月、返還協定への署名が行われ、同じ年の６月、２３年ぶりに小笠原諸島が日本に返還されました。
中国 日本の自衛力増強に理解 ８３年の首脳会談で
ＮＨＫ1月12日 14時14分
１９８３年、中国の胡耀邦総書記が初めて日本を訪れ、当時の中曽根総理大臣と会談した際に、「日本が適当に自衛力を増強させることに中国は反対しない」と述べ、日本の防衛政策に理解を示していたことが、１２日に公開された外交文書で明らかになりました。
外務省は、日中国交正常化から１１年たった１９８３年１１月に、中曽根総理大臣と日本を訪れた中国の胡耀邦総書記との初めての首脳会談を記録した外交文書を、１２日に公開しました。
この中で、中曽根総理大臣は日本の防衛政策について、「わが国は憲法の範囲内で必要な自衛力を整備するが、他国に攻め込むような力は絶対に持たない」などと説明しました。
これに対し、胡総書記は「中国は、日本が経済的に繁栄し政治的には平和を愛する自衛力を備えた大国となることを希望し、この目標に向かって進むことを支持する。日本が適当に自衛力を増強させることに中国は反対しない」と応じました。
そのうえで、「ただし、どの程度まで拡大するかはアジア全体が注目し、不安を持っている。自分としては今世紀末から２１世紀はじめにかけては、いかに日本が自衛力を拡大させようと、中国と戦うことにはならないと信じる」などと述べ、自衛隊の活動や防衛予算の増額など、日本の防衛政策に、全面的に理解を示しました。
さらに、胡総書記は朝鮮半島情勢について、「北朝鮮が南に侵攻することに賛成しない。南北朝鮮は、いずれは連邦制による平和自主統一がよいのではないか。片方が片方を食べてしまうのはよくない」と述べたほか、北方領土問題については、「正義の事業であり、中国は今後とも日本を支持する」と述べ、日本の主張への支持を明確にしています。
これについて、外交史が専門の筑波大学の波多野澄雄名誉教授は「この時期の日本は、１９７０年代までの戦後処理色の濃い外交から解放され、国際国家として自主的で積極的な外交を展開できた時代で、その中で日中関係の良好な状況が生まれた。７０年代から８０年代にかけては、日中双方の最高首脳が相互訪問を繰り返していて、首脳間の信頼関係の醸成がいちばん重要だということが、現代にもつながる教訓として言えるのではないか」と話しています。
中曽根元総理大臣は、これまでにＮＨＫの取材に対し、当時の中国との関係について、「トップどうしが信頼し合わなければ、国家の関係はうまくいかないという基本観念に根ざしている。日本と中国、あるいはアジアを考えた場合にやっぱり、胡耀邦と私との間でその基礎を築いていかなければだめだと、両方そういう気持ちで志が合っていたと思う」と述べました。
華国鋒首相の訪日 外務省が尖閣諸島発言の回避要請
ＮＨＫ1月12日 13時49分
中国の最高首脳として初めて当時の華国鋒首相が日本を訪れた１９８０年、外務省は、華首相が沖縄県の尖閣諸島に関する発言をしないように、事前に中国側に要請していたことが、１２日公開された外交文書で明らかになりました。
中国の華国鋒首相は１９８０年５月、中国の最高首脳として初めて日本を訪問し、大平総理大臣と首脳会談を行いました。
１２日に公開された外交文書によりますと、この１か月前、大来佐武郎外務大臣の名前で、北京に駐在する日本の大使宛てに、「沖縄県の尖閣問題について、記者会見で質問される可能性が大いにある」という電文が出されました。
この中では「華総理がいかなる発言をされるかは、非常に微妙な問題だ。日本側を刺激するような発言をされると、『日本の賓客として訪日しているのに何だ』という議論を呼び起こし、訪日の成果を大きく損なうことになる」と指摘しています。
そのうえで「アジア局長が訪中する際に、中国側と率直に打ち合わせたい」などとして、華首相が尖閣諸島に関する発言をしないように事前に、中国側に要請していたことが明らかになりました。
また、日本訪問の直前には、天皇陛下の中国訪問に関しても言及しないように中国側への申し入れを指示したことも記されていて、日本を初めて訪問する中国の最高首脳の発言や行動に対し、外務省が細心の注意を払っていた様子がうかがえます。
結局、華首相が、日本滞在中にこうした発言をすることはありませんでした。
今回公開された記録について、外交史が専門の筑波大学の波多野澄雄名誉教授は「日中関係が最も安定していたとされる時代にあっても、領土に関わる問題、主権に関わる問題に気を遣っている様子がうかがえる資料だ。こうした調整は、現在でも首脳間会合、特に日中の場合は頻繁に行われているだろうと推測される」としています。
大韓航空機撃墜 傍受記録公開を日本に働きかけ
ＮＨＫ1月13日 5時32分
１９８３年に、サハリン沖で大韓航空機が撃墜された事件について、西側諸国が国連安全保障理事会でソ連の責任を追及するため、日本政府に自衛隊の傍受したパイロットらの交信記録を公開するよう働きかけていたことが、公開された外交文書で明らかになりました。
１９８３年９月、大韓航空機がサハリン沖でソ連の戦闘機に撃墜され、日本人２８人を含む乗客乗員２６９人全員が死亡した事件を受けて、国連安全保障理事会ではソ連の責任を追及する決議案をめぐって議論が行われました。
このときに証拠として使用されたのが、日本の自衛隊が傍受していたソ連の戦闘機のパイロットらの交信記録のテープです。１２日に公開された外交文書では、当時、西側諸国の関係者が日本の国連代表部の大使に、「もし日本が交信の録音を安保理の場で公表しうるならば、ソ連の主張に対する最も効果的な反論になる」と働きかけていたことが明らかになりました。
その後、日本が提供したテープが安保理の会合で公表され、韓国やスペインから、「真相をあのように証拠を示して言ってもらったことは大変有用で効果的であった」と評価されたことや、ソ連が撃墜の事実を認めるに至った経緯などが記されています。
しかし、安保理での決議案は、日本などが多数派工作を行い過半数に当たる９票の賛成を取り付けたものの、ソ連が拒否権を行使して最終的に否決されました。
東西冷戦期の外交問題に詳しい政策研究大学院大学の道下徳成教授は「この事件で日本が提供した情報が、その後のソ連崩壊への流れを作るきっかけになったことがわかる。今回の文書は、東西冷戦史における日本が果たした役割を認識できるものだ」と指摘しています。
「密約」で米施政権確認　復帰前の日米外交文書公開

沖縄タイムス2017年1月13日 07:57

　【東京】沖縄の本土復帰前に、対沖縄援助の協議機関として設置された日米協議委員会の機能拡大が１９６５年４月に日米両政府で合意された際、サンフランシスコ平和条約第３条に基づく米国による施政権を変更するものではないとする不公表の覚書が交わされていたことが１２日に公開された外交文書で明らかになった。覚書の内容は米側からの一方的な通報との形式で、日本政府は事前交渉で内容を承諾し、機能拡大の合意文書に付随する覚書として交わされた。

　機能拡大の合意文書は同年１月の佐藤栄作首相とジョンソン米大統領による共同声明の表現を引用。琉球諸島に対する経済援助にのみならず、「住民の安寧の向上を図るために日米両国が協力しうるほかの事項についても協議しうるよう拡大する」との文言で拡大範囲を定義しない表現で合意。その上で（１）合意は平和条約第３条による米国の権利を変更するものでないこと（２）協議委員会の議題は事前協議し、協議会の討議内容は両者が合意したものを除き秘密とする－の２点が米側から通報され、同文書は「極秘とし、外部には発表しない」ことが確認された。日本側は、討議内容ができるだけ広くすることに賛成の立場で、同委員会を施政権返還の交渉の場とする考えはないことを事前に米側に伝えていた。

　３月３０日の「極秘」文書では、交渉経過の報告を受けた佐藤氏も協議委の機能拡大に関して、「米国政府も日本政府の意見には率直に耳を傾けるべきだ」とし、県民の生活面の向上などへの一層の協力を求める考えを米側に伝えていた。

天皇退位、特例法が「妥当」＝世論の動向把握に努力－御厨座長代理インタビュー
担軽減等に関する有識者会議」の御厨貴座長代理＝１２日午後、東京都目黒区
　天皇陛下の退位をめぐる政府の「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」で座長代理を務める御厨貴東大名誉教授は１２日、時事通信のインタビューに応じ、特例法による今の陛下一代限りの退位が「妥当」と明言した。２３日に予定する論点整理公表後に、政府として世論の把握に努力する考えも示した。
　御厨氏は「政府なりの世論調査はする」と述べ、その後に「政府なりに世論動向の把握に努める」と補足説明した。
　憲法１条は、天皇の地位を「主権の存する日本国民の総意に基く」と定めている。御厨氏は、これを念頭に「国民にどう受け入れられるかを考えなければならない」と指摘。国民の代表である国会議員による議論とは別に、世論の動向を把握する必要があるとの考えを示した。
　御厨氏は退位について、「特例法での対応が妥当だ」と述べた。論点整理では複数案を併記しつつ、一代限りの退位を容認する特例法での対応が望ましいとの方向性を打ち出す考えを表明。世論調査や国会論議を踏まえ、春ごろにまとめる最終提言の段階で一つの案に絞る意向を示した。
　専門家からの聴取では、退位を恒久的な制度とすべきだとの意見が出ていた。これに関し、御厨氏は「今後の天皇の状況を、今の時点で条件化するのは至難の業だ」と反論。退位を認めず摂政の設置で対応すべきだとの意見に対しては、「摂政制度は心神喪失を要件としており、（心神喪失状態にない陛下の下に摂政を置くには）皇室典範の改正が必要になる」と、否定的な見解を示した。（時事通信2017/01/12-21:10）
秋篠宮さまを「皇太子」処遇　退位に伴い政府検討

共同通信2017/1/12 19:421/12 19:44updated

　政府は天皇陛下が退位した場合、皇位継承順位1位となる秋篠宮さまの処遇を「皇太子」と同等にする方向で調整に入った。予算面で公務が制約されないようにする狙い。退位を陛下一代に限る特別法が成立すれば、退位後の陛下の住居や宮内庁職員の態勢などの関連費用を2018年度予算案に盛り込む検討にも着手した。関係者が12日、明らかにした。

　退位に伴うこのような措置には、陛下や皇族に対する支出を定めた皇室経済法や宮内庁法の特例を定める必要がある。退位を巡る有識者会議は今後こうした論点も検討する方針で、政府は議論を踏まえて特別法とともに法整備を図る。

退位後は「上皇」検討　政府、特別法に呼称明記へ

共同通信2017/1/12 12:57

　政府が天皇陛下の退位を実現する法整備に関し、退位後の呼称に「上皇」を使う案を検討していることが分かった。関係者が12日、明らかにした。陛下一代に限って退位を認める特別法に呼称なども盛り込む方向で調整している。上皇と天皇の併存によって権威が二元化しないよう、退位後の公務の在り方も含めて有識者会議で議論する予定だ。

　退位後も陛下を皇族と位置付けるため、政府は新たな「身位（身分・地位）」や呼称を慎重に検討している。有識者会議が昨年11月に意見聴取した専門家からは、上皇のほか「前天皇」「元天皇」などが呼称の案として示された。

「超大国トップ」の威厳演出＝周辺にはデモ隊－トランプ氏会見


１１日、ニューヨーク中心部の「トランプ・タワー」前に集まった報道陣
　【ニューヨーク時事】「一部の報道機関はプロではない」。１１日行われたトランプ次期米大統領の記者会見は、自身に厳しい報道姿勢を取るメディア批判から始まった。背後には１０本の星条旗。「超大国トップ」としての威厳を演出した。
　黒っぽいスーツと赤のネクタイ姿でトランプ氏が姿を見せるとカメラのシャッターが一斉に切られ、金色の柱や壁にフラッシュの光が反射した。会場にはペンス次期副大統領のほか、長女イバンカさんや夫クシュナー氏、ジュリアーニ元ニューヨーク市長らも姿を見せた。


１１日、ニューヨーク中心部のトランプ・タワー付近で、「トランプを排除せよ」と書かれた垂れ幕を掲げる人々
　大統領選勝利後初めての会見とあって、「トランプ・タワー」１階のロビーを仕切った即席の会見場には数百人の報道関係者が集結。トランプ氏は時にユーモアを交えながら、矢継ぎ早の質問に比較的落ち着いた様子で答えた。
　一方、タワー周辺には約２０人のデモ隊が集まり、ゴミ箱に入るトランプ氏の絵と「トランプを排除せよ！」と書かれた紙や垂れ幕を掲げた。デモ隊の１人、ジェイミー・バウアーさん（５５）は「トランプ氏の政策や閣僚人事、記者会見を行わずマスコミから隠れる姿勢に困惑し、参加した」と語った。
　タワー前では観光客らが写真を撮るため足を止めると、警官が近づき、立ち止まらないよう促していた。　（時事通信2017/01/12-02:01）
トランプ氏は「ヒステリック」＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は１３日、ＴＢＳの番組収録で、トランプ次期米大統領が選挙期間中、在日米軍駐留経費の日本側負担増を求める考えを示していたことについて、「一方的に大声を立ててヒステリックに言って歩くのは、大国の大統領のすることか」と疑問を呈した。
　トランプ氏がトヨタ自動車のメキシコ工場新設を批判したことについても、二階氏は「批判をする方がとんでもない。日本は国際的なルールに基づいて、相手の国からも進出要請を受けて進めている」と反論。「もう少し紳士的に、お静かにやりなさい」といさめた。　（時事通信2017/01/13-19:58）
次期米政権とも同盟強化＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は１３日の記者会見で、トランプ次期米大統領が国防長官に指名したジェームズ・マティス元中央軍司令官が同盟国との関係を重視する姿勢を示したことに関し、「次期政権との間でも信頼関係の上に揺るぎない日米同盟をさらに確固たるものにし、現在の日米の絆を一層強化していきたい」と述べた。
　マティス氏が同盟国に応分の負担を求める考えを示唆していることについては、「米軍の駐留経費は日米間で適切に負担している」と語った。　（時事通信2017/01/13-11:43）
「一つの中国」見直しも　トランプ氏、中国反発必至

共同通信2017/1/14 13:54

[image: image39.jpg]


トランプ米次期大統領（UPI＝共同）

　【ワシントン共同＝丹羽祐二】トランプ次期米大統領は米紙ウォールストリート・ジャーナルとのインタビューで、中国と台湾は不可分とする「一つの中国」原則を含め「全てが協議される」と述べ、同原則の見直しもあり得るとの考えを示した。ロシアに科されている制裁解除の可能性にも触れた。同紙電子版が13日伝えた。

　「一つの中国」原則の尊重を米中の「政治的基礎」と位置付ける中国の習近平指導部の反発は必至だ。

　トランプ氏は昨年12月、米歴代政権の慣例を破って台湾の蔡英文総統と電話会談し、「為替操作国」と批判する中国に揺さぶりを掛けた。

外交政策食い違い＝トランプ氏と閣僚候補－対ロシアやイラン核、壁建設・次期米政権


１２日、米ワシントンの上院公聴会で証言する、国防長官に指名されたマティス元中央軍司令官（ＡＦＰ＝時事）
　　【ワシントン時事】トランプ次期米政権で外交・安全保障を担当する閣僚の承認に関する上院公聴会で、ロシアに対する強硬姿勢やイラン核合意への支持など、トランプ氏の主張と異なる発言が相次いだ。露呈した次期政権内の調整不足を解消し、統一された「トランプ外交」を打ち出すことができるかどうか。トランプ氏の政権運営能力が問われることになりそうだ。
　トランプ氏が関係改善を目指すロシアについて、国防長官に指名されたマティス元中央軍司令官は１２日の公聴会で「プーチン大統領は北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）を壊そうとしている」と述べ、ロシアと対抗する必要性を強調した。国務長官に指名されたティラーソン前エクソンモービル会長も「ＮＡＴＯがロシアを警戒するのは正しい」と述べた。
　中東政策では、トランプ氏が撤回を示唆したイラン核合意について、マティス氏は「約束したことは守る必要がある」と支持。在イスラエル大使館のエルサレム移転問題でも、マティス氏は「イスラエルの首都はテルアビブだ」と明言し、事実上反対した。
　また、国土安全保障長官に指名されたケリー前南方軍司令官は１０日、「不法移民阻止のためにメキシコ国境に壁を造る」というトランプ氏の公約について、「物理的な障壁それ自体は役に立たない」と断じた。
　ティラーソン氏は、トランプ氏が否定的な地球温暖化に関しても「気候変動のリスクは存在する」と指摘。温暖化対策の新枠組み「パリ協定」からの脱退を望まない姿勢を示した。
　一連の「閣内不一致」について、米紙ワシントン・ポストは「閣僚が説得し、トランプ氏の選挙戦中の過激な主張を抑える」可能性を指摘する一方で、「（閣僚候補やトランプ氏が）意見の違いについて全く議論していないようだ」とも指摘。これに対しトランプ氏は１３日、ツイッターで「彼ら（閣僚候補）にはありのままでいてほしいし、彼ら自身の考えを述べてほしい。私のではなく！」と述べ、意見の違いを正当化した。　（時事通信2017/01/14-01:31）
マティス次期米国防長官、ロシア警戒鮮明＝同盟重視、負担増要求を示唆


１２日、ワシントンで行われた上院軍事委員会の公聴会に出席するジェームズ・マティス次期米国防長官（ＥＰＡ＝時事）
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領が国防長官に指名したジェームズ・マティス元中央軍司令官（６６）は１２日、上院軍事委員会の公聴会で、ロシアについて「対抗する必要がある分野が増えている」と述べ、脅威と見なし警戒する姿勢を鮮明にした。ロシアとの関係改善を模索するトランプ氏と足並みの乱れが生じる恐れもある。
　一方、マティス氏は「強い同盟国を持つ国は栄え、そうでない国は衰退する」と指摘し、同盟関係の重要性を強調した。準備書面では「アジア太平洋地域の軍事的な態勢を維持すべきだ」として、オバマ政権が主導したアジア重視の姿勢を続ける方針を強調。同時に、「すべての同盟国からふさわしい支援を得る必要がある」と述べ、同盟国側にこれまで以上の負担を求める可能性を示唆した。
　トランプ氏が「予算超過だ」と批判を強める最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５について、マティス氏は「同盟国の多くは、制空権を維持するためにＦ３５計画に期待している」と計画を支持した。
　イラン核合意に関しては「不完全な合意だが、米国は約束したことに従わなければならない」と述べ、合意を維持する必要があるという認識を示した。
　また、マティス氏は「狂犬」という自分の異名について「メディアが付けたものだが、メディアがいつも正しいとは限らない」と述べ、好ましく思っていないことをほのめかした。
　文民統制（シビリアンコントロール）の原則から、元軍人は退役後７年間は国防長官に就任できないとの連邦法の規定がある。２０１３年に退役したマティス氏の就任を認めるため、この規定を免除する法案が１２日、上院本会議で可決された。下院でも可決される必要がある。　（時事通信2017/01/13-10:43）
米国防長官候補、米軍駐留費の負担増を示唆

東京新聞2017年1月13日 夕刊

　【ワシントン＝石川智規】トランプ次期米大統領が国防長官に指名したジェームズ・マティス元中央軍司令官（６６）は十二日、米上院軍事委員会の指名承認公聴会に出席した。トランプ氏が大統領選期間中、日本など同盟国に米軍駐留経費の負担増を求めることに言及したことについて、マティス氏は賛否の表明を避けつつ「新たな同盟関係をつくることは大切だ」と述べた。事前に提出した準備書面では「同盟国もわれわれと同様の義務を果たすことを期待する」と負担増要求を示唆した。

　マティス氏は「同盟国を支えることで米国はさらに強くなる。日本や韓国などと緊密に連携すべきだ」と指摘。中国の南シナ海進出や北朝鮮の核開発などに言及した上で「国際秩序は第二次大戦以降、最大の攻撃にさらされている」と述べ、アジア太平洋地域の安全保障を「優先事項の一つだ」と強調した。

　ロシアについては「プーチン大統領が北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）を破壊しようとしている」と指摘。「協調できる分野は減り、対抗すべき分野が増えている」と警戒感を示した。

　また、十二日の上院情報特別委員会では、トランプ氏が中央情報局（ＣＩＡ）長官に指名したマイク・ポンペオ下院議員（５３）に対する審議が行われた。ポンペオ氏は、ロシアが大統領選中にサイバー攻撃を繰り返したと米情報当局が断定したことを「受け入れる」と明言。「ロシア指導部による攻撃があった」と述べた。

米議会、「国境税」を検討＝輸出を優遇、輸入に負担－トランプ氏も同調
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　【ワシントン時事】米議会共和党は、輸入への課税を強化し、輸出は税を減免する「国境税」の導入を検討している。法人税制改革の柱となり、トランプ次期大統領が掲げる、企業の生産拠点の「米国回帰」を促す仕組みだ。ただ、保護主義的な面があり、世界貿易機関（ＷＴＯ）協定に抵触する恐れがある。
　共和党指導部による税制改正原案では、米国への輸入は経費控除を認めず、法人税負担が重くなる。一方で、輸出は税負担が軽くなり、優遇される。同党は、この仕組みを法人税率（最高３５％）の引き下げとともに、次期政権幹部に説明し、支持を求めている。折り合いが付けば、２月にも法案を発表する。
　トランプ氏はこれに同調するように「国境税」という言葉を使って、企業の米国外投資計画を批判。５日にはトヨタ自動車をツイッターで「巨額の国境税を課す」と脅した。
　米国の連邦税制には、日本や欧州のような付加価値税（消費税）がない。日欧の企業は完成品の輸出時に原材料の仕入れで払った税を返金されるが、米企業は輸出時の税還付がない上、日欧などの輸出先で課税され、「貿易競争で不利」と不満を募らせていた。このため、国境税により企業の米国内投資、雇用創出が促されるとの期待がある。
　しかし、ＷＴＯは原則、法人所得の税還付を輸出時に行うことを認めていない。また、輸出に有利な仕組みであることから、ＷＴＯが禁じる「輸出補助金」に当たるとの見方もある。　
　米国内では、海外から商品を仕入れる小売業界や、多くの部品を輸入する自動車業界が反発。政権交代で退任するフロマン米通商代表部（ＵＳＴＲ）代表は１３日、「輸入を差別する仕組みだ」と、他国の報復を招く可能性を指摘した。日本の経済産業省幹部も「日本企業が米国に投資しづらくなる」と警戒している。（時事通信2017/01/14-15:27）
「一つの中国」条件付き＝為替・貿易問題で進展要求－対ロ制裁解除も－次期米大統領
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は１３日の米紙ウォール・ストリート・ジャーナル（電子版）とのインタビューで、為替や貿易の問題で進展がなければ、中国本土と台湾は不可分とする「一つの中国」の原則に縛られないと強調した。
「ヒラリーの腰ぎんちゃく」＝ストリープさんに反撃－次期米大統領
　トランプ氏は「『一つの中国』を含む全てが交渉対象になる」と述べた。また、大統領選で掲げた中国の「為替操作国」認定について「まずは中国と協議する」と語り、公約していた大統領就任初日の実施を見送る意向を表明。ただ、中国の人民元安、米ドル高で「米企業は他国と競争できていない」と不満を示した。
　ロシアについては、オバマ政権が実施した制裁を「少なくとも当面の間」は維持する意向を明らかにした。ただ、「もしロシアが本当にわれわれにとって役に立てば、なぜ制裁を科すのか」と指摘。対テロ戦などで米国に協力できると分かれば、対ロ制裁を解除する可能性を示唆した。　
　トランプ氏はロシアとの関係改善を目指す発言を繰り返しているが、国防長官に指名されたマティス元中央軍司令官が「プーチン大統領は北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）を壊そうとしている」と述べ、ロシアへの警戒感を示すなど、閣僚候補と意見に隔たりがあることが露呈している。（時事通信2017/01/14-12:54）
「米国はナチス・ドイツか」＝ツイッターでトランプ氏
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は１１日、自身の弱みになるような個人情報をロシアが保有している可能性があるとの報道について、米情報機関が「フェイクニュース（偽のニュース）」として意図的にメディアに流したとの見方を示唆し、「私たちはナチス・ドイツに住んでいるのか？」と強調した。
　トランプ氏はツイッターに「情報機関はフェイクニュースをリークすべきではなかった。私への最後の一撃だ」と書き込んだ。
　さらに「ロシアは完全な作り話だと言っている。ロシアは（自身の個人情報を）利用しようとしたことはない」と説明。「心の曲がった政敵たちはフェイクニュースで私たちの勝利をけなそうとしている。哀れな国だ」と記した。（時事通信2017/01/12-00:10）
ナチス発言に困惑＝トランプ氏に独外相
　【ベルリン時事】ドイツのシュタインマイヤー外相は１２日、トランプ次期米大統領が１１日にツイッターと記者会見で行った米情報機関批判の中で「私たちはナチス・ドイツに住んでいるのか」などと述べたことに対し「解釈しようがない」と困惑気味に語った。ベルリンでの記者会見で述べた。
　ＤＰＡ通信などによると、トランプ氏の発言に関する記者の質問に対し、シュタインマイヤー外相は「正直なところ、ナチスの例えについては戸惑っている。あなたと同じだ」と答えた。
　一方、どんな大統領もやがて自分のスタイルを見つけていくものだとも述べた。しかし「ツイートが続くとは思えない。１４０字で外交構想を表現するなんて、とても私にはできない」と、トランプ氏が繰り返しているツイッターによる情報発信を疑問視した。
　シュタインマイヤー氏は２月に次期独大統領に選出される見通し。米大統領選でトランプ氏が当選した直後には「大部分の独国民が望んでいた結果ではない」と語るなど率直な物言いで知られる。　（時事通信2017/01/13-05:03）
トランプ節健在、慎重さも＝壁建設や過去の放言釈明－記者会見
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は１１日の記者会見で、メディアを激しく攻撃したり、就任前にも雇用を創出したとする成果を誇示したりした。選挙戦で誇張も交えて対立候補を攻撃し、「私を信じなさい」と断言口調で公約の実現をアピールしたトランプ節は健在だった。一方で、政策や過去の放言をこれまでよりは詳しく説明するという慎重さも見せた。
米ＣＮＮ記者の質問拒否＝メディア選別あらわ－トランプ氏初会見
　トランプ氏が大統領選への出馬当初から訴えてきたメキシコ国境の壁建設は「荒唐無稽」ともいえる政策だった。会見でも壁を早期に造る方針は確認した。ただ、費用をメキシコが負担するという公約については「壁のコストは（メキシコから）返金してもらうだろう」と、後払い交渉の選択肢も示した。
　トランプ氏は昨年８月の選挙集会で、オバマ大統領が過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）を創設したと言い放ち、厳しく批判された。会見では「この政権がＩＳをつくった」と繰り返したが、イラクからの米軍撤退で生じた治安維持の空白にＩＳが乗じたという解説も加えた。
　一方、不動産事業と大統領職の利益相反問題では、昨年１２月にツイッターで唐突に、大統領在任中は「新たな取引は実行されない」と訴えた。これについて会見に同席した弁護士は「トランプ氏の指示により、新たな取引は厳しく制限する」と説明。大統領職にある間は外国での取引はせず、米国内での取引についても慎重に審査した上で許可すると明らかにした。
　ただ、そもそもメキシコ側は壁建設費用の負担を拒否しており、その交渉にも応じそうにない。利益相反の回避では、トランプ氏の会見直後に政府倫理局のシャウブ局長がシンクタンクの会合で「残念ながら、彼の現在の計画ではその目的は達成できない」と切り捨てている。（時事通信2017/01/12-15:43）
国境の壁建設費「払わない」＝メキシコ大統領が反発
　【サンパウロ時事】メキシコのペニャニエト大統領は１１日、トランプ次期米大統領が記者会見で、不法移民防止のために建設する「国境の壁」の費用をメキシコに負担させると改めて表明したことに対し、「次期米政権とは明らかに考えが異なる。もちろん、われわれは払わない」と反発した。（時事通信2017/01/12-11:11
トランプ次期大統領の記者会見 【要旨】
ＮＨＫ1月12日 8時22分
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アメリカのトランプ次期大統領は、来週の大統領就任を前に、日本時間の１２日午前１時すぎからニューヨークのトランプタワーで、３００人以上の報道陣が集まる中、去年７月以来、およそ半年ぶりとなる記者会見を開きました。
「いくつかの報道機関は私をきちんと扱わなかった」
記者会見の冒頭でトランプ次期大統領は、大統領選挙後、記者会見を開いてこなかったことについて、「あまり正確でないニュースが出ていたので会見をやめていた。いくつかの報道機関は私をきちんと扱わなかった」と述べました。
また、主要メディアがロシアの情報機関がトランプ次期大統領の弱みを握るため不名誉な個人情報をつかんでいる疑いがあると伝えたことについて、「それは偽のニュース、フェイクニュースだ。そんなことはなかった。私たちの敵対勢力からの情報だ」と述べました。
この疑惑を報じたＣＮＮテレビの記者が質問しようとすると、トランプ次期大統領は「あなたの会社はひどい。質問させない。あなたのところは偽のニュースだ」と述べ、記者と激しい応酬になる一幕もありました。
「史上最多の雇用生み出す大統領になる」
トランプ氏は記者会見で、「史上、最も多くの雇用を生み出す大統領になる。きちんと結果を出す仕事をしていく」と話しました。
そして、「中国のネット通販最大手、アリババグループのジャック・マー会長など、多くのすばらしい人たちがアメリカにやってきている。彼らはこれからすごいことをするだろう。選挙結果が違っていたら、こうした人たちは別の国に行っていただろう」と自身の成果を強調しました。
また、これまでアメリカ国内の雇用が奪われているとしてメキシコに生産拠点を置く自動車メーカーへの批判を繰り返してきましたが、「ここ数週間で経済にとってすばらしいニュースがあった。大手自動車メーカー、フォードがメキシコへの工場の移転計画を撤回した。フォードに感謝したい。大手自動車メーカー、ＧＭ＝ゼネラル・モーターズもフォードなどの動きに続くことに期待している」と述べました。
批判の矛先は製薬会社にも向けられ、トランプ氏は「製薬産業はさんざんたる状況だ。製薬メーカーは、たくさんの薬を供給しているがかなりの部分をアメリカで作っていない。適切な価格で購入し何十億ドルという費用を支払わずにすむようにする」と話し、薬の価格の引き下げを求める考えを示唆しました。
そのうえで、「ミシガンやオハイオなど私が選挙で勝利した場所でメキシコなどの外国に工場を移転するために従業員をすべて解雇するようなことはさせない。おとがめなしで海外移転しようとする企業には高い関税をかける」と述べました。
さらに、海外移転しようとする企業に対しては「国内にも競争力があり移転可能な場所はたくさんある。ミシガンからテネシーなどに移転すればいい。私は何も競争力を奪おうとしているわけではない」と生産拠点の移転はアメリカ国内ですべきだという考えを強調しました。
「ハッキングはロシアがやったと思う」
オバマ政権下で悪化しているロシアとの関係についてトランプ氏は、「ロシアとはひどい関係なので、プーチン大統領が私のことを気に入ってくれるのなら、それは財産だ。ロシアは過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートとの戦いで助けになる。ただ、うまくやっていけるのかどうかはわからない。うまくいくことを望む」と述べました。
そのうえで、自分自身とロシアとの関係を問われたトランプ氏は「ロシアとは一切取り引きがない。借りもない。取り引きしようと思えばできるが、利益相反になりかねないのでやらない」と述べました。
また、大統領選挙でロシアがプーチン大統領の指示のもと民主党のクリントン氏を妨害しトランプ氏を助けるため妨害活動を行っていたとする情報機関の分析結果に関し、「ハッキングはロシアがやったと思うが、われわれはほかの国にもハッキングされている。最近、２２００万件の情報がハッキングされたが、やったのは中国だと思う。守りをしっかりしなければならない。民主党はハッキングされることに無防備だった。とてもひどかった」と述べました。
そのうえで、「プーチン大統領はハッキングすべきでなかったし、これからはやらないだろう。ロシアは私が大統領を務めている間は、ほかの人が大統領の時よりも、わが国により敬意を払うだろう」と述べました。
「大統領職に専念したい」
トランプ氏は、大統領としての職務と不動産業などみずからの事業との間で利害が生じる利益相反の問題が起きる可能性があると批判が出ていることを踏まえ、「私は大統領の職務とみずからの事業をうまく両立することができる。だが、大統領職に専念したい。今後は息子２人が会社を経営する。彼らはプロとして業務にあたり、私に相談することはない」と述べました。
さらに、みずからの政権への起用を明らかにしている人材についても利益相反の懸念が出ていることに対して、「最高の政権メンバーだ。例えば、国務長官に指名した大手エネルギー会社エクソンモービルの前のＣＥＯティラーソン氏は企業経営の手腕がすばらしい。アメリカは外国に遅れをとっているため政権に最高の人材を起用したい」と説明しました。
日本を名指し「貿易の不均衡是正が必要」
貿易政策についてトランプ氏は、「悪い取り引きばかりして貿易で多額の損失が出ている。中国や日本、メキシコなど、どの国とも良い取り引きができておらず、貿易の不均衡となっている」と述べ、中国などとともに日本を名指しして貿易の不均衡を是正する必要があると訴えました。
さらに、「ロシアをはじめ、中国などほかの国々はアメリカを最大限、経済的に利用してきた。中国にいたっては南シナ海に巨大な要塞も作っている。だが、ロシアや中国、日本、メキシコなどすべての国が、今後は、これまでのアメリカのどの政権に対してよりもはるかに大きな敬意を払うことになるだろう」と述べました。
オバマケア「できるだけ早く廃止し別の制度に」
事実上の国民皆保険を目指す医療保険制度改革、いわゆるオバマケアについてトランプ氏は、「最悪の制度だ。間違った方向にあなたを導いている。自己負担の保険料が高く、人々は保険料を払うために破産寸前となり、高額なためにその制度を利用することさえできない」と批判しました。
そのうえで、「厚生長官が承認されしだいできるだけ早く廃止し、ほぼ同時に別の医療保険制度に替える。新しい制度では、ずっと安く、はるかによいものになる」と述べました。
「メキシコ国境沿いの壁建設 すぐに交渉始める」
メキシコとの国境沿いに築くとしてきた壁についてトランプ氏は、「就任後すぐにメキシコ政府との交渉を始める。交渉を終えるまでに１年半ぐらいはかかるだろう。ペンス次期副大統領が壁建設を始めるため、議会などを通じて最終的な承認を得る努力を主導してくれている。メキシコ政府との合意に至る前に、すぐに壁の建設を始める」と述べました。
そのうえで、「メキシコ政府が私たちに壁の費用を払い戻す。それは税金をとる形か、代金の形なのか、たくさんの形があるが、確実にメキシコ政府が支払うことになる」と述べました。
また、メキシコとの関係について、「メキシコ政府を尊敬し、メキシコ人を愛している。私のために働いてくれている多くのメキシコ人がいる。驚くべき人々だ。しかし、メキシコ政府はひどい。メキシコはアメリカを利用してきた。それを許すべきではなかったし、今後、それが起こることはない」と述べました。
連邦最高裁判事の欠員「指名は２週間以内に」
トランプ氏は連邦最高裁判所の判事の欠員について、「２０人ほどの候補者リストがあり、この中から選ぶ。非常に多くの候補者に会ったが、すべてにおいて傑出している」と述べました。
最高裁判事をめぐっては、去年２月、保守派のスカリア判事が死去したため、判事１人が欠員となり、保守派とリベラル派が４人ずつできっ抗する異例の事態となりました。
民主党のオバマ大統領は、スカリア判事の後任を指名したものの、野党・共和党が反対したため承認されていません。
トランプ氏は「すばらしかったスカリア判事の後任に誰を指名するかは私が決断する。それは私が大統領として選ばれた１つの大きな理由だと思うからだ。人々は、今、最高裁判所で起こっていることを見たくないと思っているからこそ私が選ばれた。判事の人事はとても重要な決断だと思っている」と述べました。
そして、指名の時期について「１月２０日から２週間以内になるだろう」と述べました。
トランプ次期大統領会見 政策転換の姿勢を前面に
ＮＨＫ1月12日 11時48分
アメリカのトランプ次期大統領は選挙後初めて開いた記者会見で、日本も含めた貿易の不均衡是正やロシアとの関係改善などに意欲を示し、オバマ政権から大きく政策転換する姿勢を前面に打ち出しました。
トランプ次期大統領は、去年１１月の選挙のあと初めてという異例の記者会見を１１日、ニューヨークで開きました。
この中でトランプ氏は「アメリカは、中国、日本、メキシコなどとの貿易で
多額の損失を被っている」と述べ、日本も含めた貿易の不均衡を是正し、アメリカの利益を最優先に確保していく姿勢を強調しました。
またトランプ氏は、オバマ政権が対立を深めているロシアとの関係改善に意欲を示したほか、オバマ大統領の政治的な遺産＝レガシーである医療保険制度改革を早期に撤廃すると明言するなど、来週、２０日に就任後、オバマ政権から大きく政策転換する姿勢を前面に打ち出しました。
ただ、説明に具体性が欠けていたとも指摘され、今後、どのように実行に移していくのかが、注目されています。
また記者会見では、トランプ氏が一部のメディアを名指しして批判し記者と激しく応酬しあう場面もありました。アメリカメディアは「好戦的な記者会見で、トランプ氏はメディアを征服しようとしている」と伝えるなど、トランプ氏とメディアの緊張関係は当面、続きそうです。
官房長官「会見は聞いて分析もしている」
菅官房長官は午前の記者会見で、「トランプ次期大統領はまだ就任しておらず、記者会見の発言について政府としてコメントすることは控えたい。もちろん会見は聞いてしっかりと分析もしている」と述べました。
また菅官房長官は、トランプ氏が日本も挙げながら貿易の不均衡を是正する考えを強調したことについて、「一般論だが、活発な貿易・投資は日米経済関係の活力の源泉だ。わが国として、今後も日米経済関係のさらなる発展、深化を図っていく取り組みを進めていくのは、どなたがなっても同じことだ。自由貿易をアメリカも標ぼうしているわけであり、そうしたことを進めていかれるようになると思う」と述べました。
そのうえで菅官房長官は、「現時点でも、アメリカ本土で日本企業の累積直接投資は４１１０億ドルに上り、雇用は８４万人とも発表されている。日本企業は、アメリカのよき企業市民としてアメリカにもしっかり認知されているのではないか」と述べました。
トランプ次期大統領 選挙後初の会見後にメディア批判
ＮＨＫ1月12日 17時00分
アメリカのトランプ次期大統領は選挙後初めて記者会見を開き、日本も含めた貿易の不均衡是正やロシアとの関係改善などに意欲を示し、オバマ政権から政策転換する姿勢を打ち出しました。一方、トランプ氏は会見後にツイッターで「偽のニュースを流すメディアもいた」などと批判しました。
トランプ次期大統領は、去年１１月の選挙のあと初めてという異例の記者会見を、１１日にニューヨークで開きました。
この中でトランプ氏は「アメリカは、中国、日本、メキシコなどとの貿易で
多額の損失を被っている」と述べ、日本も含めた貿易の不均衡を是正し、アメリカの利益を最優先に確保していく姿勢を強調しました。
またトランプ氏は、オバマ政権が対立を深めているロシアとの関係改善に意欲を示したほか、オバマ大統領の政治的な遺産＝レガシーである医療保険制度改革を早期に撤廃すると明言するなど、来週、２０日に就任後、オバマ政権から大きく政策転換する姿勢を前面に打ち出しました。ただ、説明に具体性が欠けていたとも指摘され、今後、どのように実行に移していくのかが注目されています。
一方、トランプ氏は、会見後にツイッターで、「きょうはすばらしい記者会見だった。『フェイクニュース』、偽のニュースを流すメディアも数社いたが、人々は何が起きているか、よくわかっただろう」とコメントしました。
トランプ氏は記者会見でも一部のメディアを「偽のニュースだ」と批判し、トランプ氏とメディアの緊張関係は当面、続きそうです。
専門家「対応変化も懸念あり」
アメリカの政治思想に詳しく、これまでのトランプ氏の言動を分析している青山学院大学の会田弘継教授は、１２日の会見を振り返り、「政権発足に向けて、これまで認めなかった大統領選挙の時のサイバー攻撃についてロシアの関与に言及するなど、現実的な対応を取ろうとしているのは感じられた」と述べました。
その一方で、政策については、「労働者に向けて雇用対策をやると言ったが閣僚に指名したのが億万長者や大企業の元幹部だったりするので、労働者重視の政策をどこまでやれるか疑問視せざるをえない。また、オバマケアについても廃止して別の制度に置き換えるとしたが、実現可能性が不透明だ」と指摘しました。
さらに、メディアとの関係については、「ＣＮＮの記者の質問を口汚くののしるように封じ込めたのは大統領としてふさわしくない行動であり、気になるところだ。メディアとの対立が露骨すぎると感じる」と懸念を示しました。
トランプ氏は、今月２０日に大統領に就任しますが、会田教授は「トランプ氏は安全保障政策について日本などの同盟国と、中国・ロシアとどのような関係を築いていくのかはっきりとした形を示していくべきだ。経済については貿易のルールや国際的な力を気にせず、アメリカの思うようにやりたいことを強引に進めると思うが、日本はそれにどう対応するかが課題となる」と話していました。
トランプ次期大統領会見 経済界の受け止めは
ＮＨＫ1月12日 18時37分
アメリカのトランプ次期大統領が選挙後に初めて記者会見を開き、日本も含めた貿易の不均衡是正などに意欲を示したことについて、日本国内の企業からは先行きへの懸念の声が聞かれるなど、経済界にはさまざまな受け止めが広がっています。
日商会頭「整合性のある政策を」
トランプ次期大統領の記者会見について、日本商工会議所の三村会頭は「これは記者会見であって就任演説ではない。１月２０日の就任以降は統治者としての大統領が出てくるはずだから、トランプ氏がどう切り替わるかに強い関心を持っている」と述べました。
そのうえで三村会頭は日本企業への影響について、「いちばん心配しているのは、トランプ氏の一つ一つの言動で株価や為替が変動することだ。企業は何をベースに経営をしたらいいのかという戸惑いを感じており、好ましいことではない。トランプ氏は早く統治モードに切り替えて整合性のある政策を打ち出し、不安を払拭（ふっしょく）する方向に行ってもらいたい」と述べました。
中小企業経営者は
トランプ次期大統領の記者会見について、中小企業の経営者からは懸念の声が相次いだ一方、経済の活性化策に期待する声も聞かれました。
東京・千代田区のホテルでは、東京商工会議所の新年の賀詞交歓会が開かれ、会員となっている中小企業の経営者などおよそ１０００人が集まりました。
このうち、葛飾区にある自動車部品メーカーの浅川弘人会長は、「極端な政策が実行され、アメリカへの自動車の輸出にブレーキがかかると思う。われわれの商売にかなりの影響が出てきそうで、先行きが不透明だ。自分たちでどうにもならない部分もあるが対策が必要になってくる」と述べていました。
また、千葉県我孫子市にあるシステム制作会社の松浦弘禧社長は、「名指しで企業やメディアを批判するなど、これまでの大統領にはないやり方を懸念している。アメリカの保険会社とも取り引きしているので、ビジネスに影響が出ないかとても不安だ」と話していました。
一方、港区のビル管理会社の矢口敏和社長は「過激な発言が目立つが、大統領に就任したあとにはしっかりした政策が出て経済の活性化につながるのではないか。ビジネスで成功したトランプ次期大統領の手腕に期待したい」と話していました。
メキシコに工場拡張のメーカーは警戒感
メキシコの工場を拡張している日本の自動車部品メーカーは、今後の関税の引き上げなどに警戒感を示しています。
大手自動車部品メーカーの「ヨロズ」は、サスペンションと呼ばれる部品を製造し、日産自動車やトヨタ自動車などに供給しています。メキシコには２つの工場があり、自動車メーカーがメキシコで新しい工場を建設しているのに合わせて工場を拡張しています。
メキシコで作られた製品の輸入に関税をかける方針を示しているトランプ次期大統領は記者会見で、貿易の不均衡を是正し、アメリカの利益を最優先に確保する姿勢を改めて強調しました。
これについて、この部品メーカーの佐藤和己副会長は「自動車業界は神経をとがらせている。もし関税が上がって自動車メーカーがメキシコでの生産を今の半分にすれば、われわれも生産を半分に縮小しないといけない。トランプ次期大統領が本当に関税を上げてしまえば世界の貿易の均衡が一気に崩れてしまう」と述べました。
名古屋市にある大同メタル工業は、自動車のエンジンに使われる部品を生産していて、北米向けの生産拠点であるメキシコの工場からトヨタやフォードなどに部品を納めています。
この会社では、アメリカの自動車需要が堅調なことから、メキシコの工場の生産力を増やすため、今年度と来年度に合わせておよそ３０億円を投資する計画です。トランプ次期大統領のメキシコへの政策によっては事業が大きな影響を受けるだけに懸念しています。
判治誠吾会長は、「会見はツイッターの内容と同じようなことで、部品メーカーにとってはいいニュースではない。われわれは年間６００万台分の部品をメキシコで作っていて、そのうち８割をアメリカに輸出している。メキシコの部品に高い関税がかけられればアメリカの国民が高い車を買うことになり、アメリカにとってもいいことではない」と話しています。
関西の企業も懸念
メキシコに生産拠点を置いて、現地の日本の自動車メーカーの工場と取引がある関西の企業からも、今後の影響を懸念する声が上がっています。
大阪・北区に本社がある素材メーカーの東洋紡は、自動車のエンジンカバーなど、内装や外装に使われる樹脂を製造しています。３年前、日本の大手自動車メーカーの多くが、工場を置いているメキシコに生産拠点を設立して取引を拡大させ、３年後には、現地での売り上げを２０億円にまで伸ばす目標を掲げています。しかし、仮に今後、日本の自動車メーカーがメキシコから撤退したり、生産を縮小させたりすれば、経営戦略の見直しを迫られるとして、影響を懸念しています。
東洋紡の永田種昭グローバル推進本部長は、「会見では、これまでの発言どおり、アメリカの雇用をしっかり守っていきたいというトランプ氏の意思を感じた。メキシコに拠点を置く自動車メーカーなどがこれからどう対応するのか、その流れに乗り遅れることがないよう情報収集を行っていきたい」と話していました。
再生可能エネルギーの行方は
トランプ次期大統領は、地球温暖化について、選挙期間中に「でっち上げだ」と述べたほか、アメリカ国内のシェールガスや石炭などの化石燃料を最大限に活用し、雇用や経済効果を生み出すなどと主張し、温暖化対策に消極的な姿勢を示してきました。トランプ次期大統領は、会見で温暖化対策には言及しませんでした。
この会見を受けて、大阪市に本社があり、太陽光などで発電した電気を蓄積する大型の蓄電池をアメリカに売り込んでいる住友電工の伊藤順司常務取締役は、「選挙中には地球温暖化の政策に関する発言はたくさん出ているが、どれだけ具体的になるのかがわからず、もう少し新政権の政策を見ないと、この段階では判断できない」と述べ、先行きが見えないことへの懸念を示しました。
住友電工は、オバマ政権下のアメリカで再生可能エネルギーの導入が進んだことから、去年からアメリカに設備の売り込みを進め、今月末にも西海岸のカリフォルニア州のサンディエゴで、この会社が製造した大型の蓄電池が初めて稼働する予定になっています。
伊藤常務取締役は、「今回の稼働の実績をベースにアメリカ西海岸のマーケットに入っていこうとしていて、大きな市場だと思っている。うちの会社の電池を日本で作ってアメリカに持って行くのではなく、アメリカ国内で作り、提供することも検討しているので、アメリカの経済活動全体を活性化しようということであれば、私たちのビジネスモデルとそれほど違和感はないと考えている」と述べ、今行っている取り組みを今後も続ける考えを示しました。
組合アンケート「違法」　橋下市政時の職員調査

共同通信2017/01/13 19:33

　大阪市が職員を対象に実施した組合や政治活動への関与を尋ねるアンケートを巡り、調査チームの弁護士らに支払った謝礼など約910万円を前市長の橋下徹氏に市へ返金させるよう市民50人が求めた訴訟の判決で、大阪地裁は13日、アンケートなどの実施を違法とする判断を示した。請求自体は棄却した。

　判決理由で山田明裁判長は、調査チームは市の条例に基づかず設置されており違法だったと指摘したが、当時はこの点が違法との認識は必ずしも一般的ではなかったとして橋下氏の過失を認めなかった。

豊洲移転に黄信号＝「桁違い」検出に衝撃－小池氏は疑義、業者憤慨


豊洲市場の第９回地下水調査の結果報告書。「暫定値」の文字がある＝１４日午後
　東京都の豊洲市場（江東区）の地下水調査で、環境基準を大幅に超える有害物質が検出され、関係者に衝撃が走った。報告を受けた専門家会議のメンバーは、想定外の事態に「なぜ」と驚きの声を漏らした。小池百合子知事は「数値はかなり疑義がある」と指摘し、市場業者も「都は信頼できない」と憤慨。総額６０００億円のビッグプロジェクトの道筋に黄色信号がともった。
豊洲地下水、基準７９倍のベンゼン＝シアンも検出、都が最終調査－移転時期に影響も
　築地市場（中央区）の講堂で開かれた１４日の専門家会議。傍聴していた業者らに調査結果の報告書が配布されると、これまでとは桁違いの数値に会場はどよめきに包まれた。
　都の担当者は、激変したデータが「暫定値」であることを強調。平田健正座長は「どう評価していいのか、戸惑ってしまう」。
　会議のメンバーによると、考えられる可能性は大きく分けて二つあるという。一つは、９回目の採水が行われる直前に稼働した地下水排水システムの影響だ。稼働に伴い地下水が移動し、数値が上昇したという見立てだが、平田座長は「それならば、排水の数値も高いはずだ」と話す。
　もう一つは、採水方法のミスといった人為的な要因だ。今回は、１～８回目とは別の民間機関が担当。このため調査手法などを確認するとともに、今後は都環境科学研究所と民間機関２社で実施することにした。
　傍聴していた築地市場協会の伊藤裕康会長は「大変驚き、がっかりした」と動揺を隠せず、「早く実態をつかみ、包み隠さずにしてほしい」と要請。仲卸の男性は「（過去のデータに）改ざんがあったと疑われても、しょうがない」といぶかった。
　「都議会がこれまでどういう審議をしてきたのかも問われる」。小池氏は移転を推進してきた最大会派の自民党に矛先を向け、今夏の都議選での争点化は「避けられないのではないか」との見方を示した。（時事通信2017/01/14-21:27）
ベンゼン、基準の７９倍＝豊洲地下水、シアン初検出－移転判断に影響必至・都


豊洲市場の地下水調査結果を受け、記者団の質問に答える小池百合子東京都知事＝１４日午後、東京都豊島区
　東京都の築地市場（中央区）からの移転が延期された豊洲市場（江東区）をめぐり、都は１４日、２０１４年１１月から定期的に行ってきた地下水調査の９回目の結果を公表した。前回に続き、有害物質のベンゼンとヒ素を検出。ベンゼンは最大で環境基準の７９倍と、前回を大幅に上回った。加えて、検出されないことが基準のシアンが初めて出た。
　小池百合子知事は同日、都内で記者団に「想定を超える数値が出て驚いている。厳しい結果だ。専門家会議の議論を参考にしたい」と述べるにとどめたが、今夏にも下す移転の可否判断に影響を与えるのは必至だ。
　移転が遅れれば市場業者への補償金をはじめとする経費が膨らんだり、築地市場周辺に予定する、２０年東京五輪・パラリンピックの選手村と都心を結ぶ都道「環状２号」の暫定道路整備が遅れたりする可能性もある。
　調査結果は、１４日に開かれた専門家会議に報告された。平田健正座長（放送大学和歌山学習センター所長）は席上、「あまりにも今までの傾向と違う。なぜこうなったのか、原因究明が必要だ」と語った。終了後の記者会見では、４月をめどとしていた報告書の取りまとめが「若干遅れる」との見通しを示した。


豊洲市場に関する専門家会議を終え、記者会見する平田健正座長＝１４日午後、東京都中央区の築地市場
　同会議は、従来は３カ月程度だった間隔を１カ月程度に短くした上で、調査を続けることを決定。地下水の採取方法などにミスがあったことも考えられるとして、複数の検査機関でチェックするよう都に求めた。
　今回の結果について、都はこれまでの数値から大きく変動しているため、「暫定値」として公表した。１回目から７回目までは有害物質が検出されたものの、いずれも環境基準以下だった。１６年９月公表の８回目は、２０１の調査地点のうち２地点で基準の最大１．４倍のベンゼンが、１地点で１．９倍のヒ素が出た。
　これに対し今回は、７２地点で基準を上回るベンゼン、ヒ素、シアンのいずれかを検出。基準超えが大幅に増えた。ヒ素は最大で基準の３．８倍、シアンは最大で１リットル当たり１．２ミリグラムだった。（時事通信2017/01/14-20:04）
豊洲市場 基準の７９倍のベンゼン検出 移転判断に遅れも
ＮＨＫ1月14日 18時30分
東京・築地市場の移転時期を判断するうえでの１つの指針となる豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたなどとする最終調査の結果が公表されました。「専門家会議」は引き続き地下水の調査を行う必要があるとしていて、安全性の確認が長引けば移転の判断に向けたスケジュールが遅れる可能性もあります。
豊洲市場の地下水のモニタリングの最終調査は、去年１１月から先月にかけて行われ、１４日に開かれた「専門家会議」で調査結果が公表されました。
それによりますと、調査を行った２０１か所のうち、およそ７０か所で最大で環境基準の７９倍となるベンゼンのほか、検出されないことが環境基準となるシアンが検出されたことなどがわかりました。
東京都の小池知事は去年８月、築地市場の移転の延期を決めた理由として、今回のモニタリング調査が終了していなかったことを挙げ、移転時期を判断するうえでの１つの指針として最終調査の結果が焦点となっていました。
調査結果について、専門家会議の平田健正座長は詳しい分析が必要としたうえで、「ベンゼンの濃度の高かった場所など、代表的な地点を選んで再び地下水を調査する」などと述べ、引き続き地下水について調査を行う必要があるという認識を示しました。
前回、８回目の調査では合わせて３か所から最大で環境基準の２倍弱となるベンゼンとヒ素が検出されていますが、今回の最終調査ではより高い数値で、さらに広い範囲で環境基準を超える有害物質が検出されたことから、安全性の確認が長引けば移転の判断に向けたスケジュールが遅れる可能性もあります。
専門家会議 引き続き調査行う必要ある
豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたなどとする最終調査の結果がまとまったことについて、豊洲市場の安全性を検証する専門家会議は、結果の詳しい分析を進めるとともに、今回で終了とせず、引き続き調査を行っていく必要があるという認識を示しました。
専門家会議は１４日に開かれた会合で、豊洲市場の地下水のモニタリングの最終調査の結果について公表し、調査を行った２０１か所のうち、およそ７０か所で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンのほか、検出されないことが環境基準となるシアンが検出されたことなどを明らかにしました。
この結果について、専門家会議の平田健正座長は「今回の結果は、これまでとあまりにも傾向が違っている。データを見てすぐに、なぜこうなったのか説明するのは難しい」と述べ、結果の詳しい分析を進める考えを示しました。
そのうえで、「ベンゼンの濃度の高かった場所など、代表的な地点を選んで再び地下水を調査する」などと述べ、今回のモニタリング調査で終了とせず、引き続き、地下水について調査を行っていく必要があるという認識を示しました。
１４日の専門家会議では、今後の調査にあたっては、これまでの水の採取の方法を検証するほか、民間機関にも調査を依頼して結果をクロスチェックするなど新たな手法を採り入れることで、より詳細な安全性の確認を進めるべきだという意見が出されました。
小池知事「想定超え 驚いている」
東京都の小池知事は今回の結果について都内で記者団に対し、「想定を超えている。前回・８回目の調査結果から類推して数値は高いのかなと思っていたが、それを超えていて、ある種、驚いている。今回の調査は去年８月に移転延期を判断しなければ飛ばされていた調査なので最後までやってよかった」と述べました。
そのうえで移転について、「どのような方向性を持つかは、まさに専門家会議で議論いただければと思う。専門家会議と有識者による都のプロジェクトチームでダブルチェックができればいい。安心安全は生鮮食料品を扱う市場は勘案しなければならず、科学的な分析が何よりベースになるべきだ」と述べ、市場の安全性の確保を最優先に判断する考えを示しました。
さらに小池知事は、豊洲市場の安全性をめぐる問題が夏の東京都議会議員選挙の争点になるかと問われたのに対し、「争点はいくつもあるかと思うが、これまでの流れに関わってきたのは都議会だ。そういったことも避けられないのではないか」と述べ、争点の１つになるという認識を示しました。
移転に向けたスケジュールに遅れも
豊洲市場への移転について、小池知事が去年１１月に示した行程表では、地下水のモニタリング調査の結果などを基に、ことし４月に専門家会議が豊洲市場の安全性の検証結果と必要な対策を取りまとめ、５月に都のプロジェクトチームが採算性なども検証し報告書を作成するとしていました。
そして、環境アセスメント＝環境影響評価の審議を経て、夏ごろに小池知事が移転についての最終的な判断を行ったうえで、早ければことしの冬から来年春に移転する環境が整うとしていました。
一方で、小池知事は去年８月に移転の延期を決めた際に、地下水のモニタリング調査が終了していないことを挙げていて、移転時期の判断材料として最終調査の結果が焦点になっていました。
合わせて９回のモニタリング調査のうち、７回については環境基準を超える有害物質は検出されませんでしたが、前回、８回目の調査で、青果棟の敷地内の２か所から環境基準の１．４倍と１．１倍に当たるベンゼンが、別の１か所から環境基準の１．９倍のヒ素が検出されました。
今回の最終調査では、前回に比べてより高い数値で、さらに広い範囲で環境基準を超える有害物質が検出されたため、安全性の確認が長引けば移転に向けたスケジュールが遅れる可能性もあります。
専門家「すぐに影響が出る水準ではない」
豊洲市場の地下水のモニタリングの最終調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたことについて、土壌汚染などの環境問題に詳しい京都大学大学院工学研究科の米田稔教授は、ＮＨＫの取材に対し、「リスクの再評価が必要な数値だとは思うが、豊洲市場の土壌汚染対策は有害物質を封じ込めることが目的であり、ありえない数値ではない。仮にこの水を飲み続けるようなことがあれば、健康に影響を及ぼす可能性もあるが、微量を飲んだからといってすぐに影響が出る水準ではない。そもそも豊洲市場では地下水を飲み水などとして利用しないことになっている」と話しました。
そのうえで米田教授は「ただ、ベンゼンは揮発するので、地下水をしっかり管理することが重要であり、それによって科学的に安全かどうかを証明すべきだ」と述べ、豊洲市場に設けられた管理システムで、地下水の上昇を抑えるなどの対策が必要だという認識を示しました。
築地の仲卸業者「東京都を信用できなくなった」
１４日の専門家会議を傍聴した築地市場の仲卸業者からは、「今回の結果を見て東京都を信用できなくなった。このままでは、小池知事も安全宣言を出したくても出せないと思う。私たちが安心安全な市場を作ることができるようしっかり考えてほしい」などという厳しい意見が出されました。
また、卸や仲卸などの団体で作る築地市場協会の伊藤裕康会長は「結果を聞いてびっくりしている。どうしてこんな数値が出たのか早く解明してほしい。知事に対して年度内の移転判断を求める考えは変わっていない」と話していました。
豊洲市場の地下水 環境基準の７９倍のベンゼン シアンも検出
ＮＨＫ1月14日 13時20分
東京・築地市場の移転時期を判断するうえでの１つの指針となる豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたなどとする最終調査の結果がまとまりました。小池知事は「もう一度、調査をしようということになるかもしれず、専門家会議に任せたい」と述べ、追加の調査が必要かなどについて、専門家会議で詳細な分析をしたうえで判断すべきだという考えを示しました。
豊洲市場の地下水のモニタリングの最終調査は去年１１月から先月にかけ市場の敷地の２０１か所から地下水を採取して行われ、１４日に開かれた「専門家会議」で調査結果が公表されました。
それによりますと、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンのほか、検出されないことが環境基準となるシアンが検出されたことなどがわかりました。
東京都の小池知事は去年８月、築地市場の移転の延期を決めた理由として今回のモニタリング調査が終了していないことを挙げ、移転時期を判断するうえでの１つの指針として最終調査の結果が焦点となっていました。
この調査結果について小池知事は１４日に開かれたみずからの政治塾のあいさつで、「数値は、かなり疑義があると承知している。もう一度、調査をしようということになるかもしれず、専門家会議に任せたいと思う」と述べ、追加の調査が必要かなどについて、専門家会議で詳細な分析をしたうえで判断すべきだという考えを示しました。
小池知事「想定超え 驚いている」
東京都の小池知事は今回の結果について都内で記者団に対し、「想定を超えている。前回・８回目の調査結果から類推して数値は高いのかなと思っていたが、それを超えていて、ある種、驚いている。今回の調査は去年８月に移転延期を判断しなければ飛ばされていた調査なので最後までやってよかった」と述べました。
そのうえで移転について、「どのような方向性を持つかは、まさに専門家会議で議論いただければと思う。専門家会議と有識者による都のプロジェクトチームでダブルチェックができればいい。安心安全は生鮮食料品を扱う市場は勘案しなければならず、科学的な分析が何よりベースになるべきだ」と述べ、市場の安全性の確保を最優先に判断する考えを示しました。
さらに小池知事は、豊洲市場の安全性をめぐる問題が夏の東京都議会議員選挙の争点になるかと問われたのに対し、「争点はいくつもあるかと思うが、これまでの流れに関わってきたのは都議会だ。そういったことも避けられないのではないか」と述べ、争点の１つになるという認識を示しました。
豊洲市場 地下水の最終調査で再び基準超の有害物質
ＮＨＫ1月14日 4時51分
東京・築地市場の移転時期を判断する上での１つの指針となる、豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、環境基準を超える有害物質が検出されたとする最終調査の結果が出されたことが都政関係者への取材でわかりました。東京都や「専門家会議」では、汚染対策を講じることで安全性を確保できるか、追加の調査を行って引き続き経過を検証すべきか慎重に判断するものと見られます。
東京都の小池知事は去年８月、築地市場の移転の延期を決めた理由として、豊洲市場の地下水のモニタリング調査が終了していないことをあげていて移転時期を判断するうえでの１つの指針として最終調査の結果が焦点となっています。
モニタリングの最終調査は去年１１月から翌月にかけ豊洲市場の２０１か所の井戸から水を採取し、民間の検査機関で有害物質の分析を行う方法で行われていました。
この調査結果については、１４日、豊洲市場の安全性を検証する「専門家会議」で公表される見通しですが、採取した地下水の一部から、環境基準を超える有害物質が検出されたことが、都政関係者への取材でわかりました。
地下水のモニタリング調査は、３年前から合わせて９回行われ、前回、８回目の調査で市場の青果棟から環境基準を超えるベンゼンとヒ素が検出されています。
最終調査で再び環境基準を超える結果が出たことで、都や専門家会議では、汚染対策を講じることで安全性を確保できるか、追加の調査を行って引き続き経過を検証すべきか慎重に判断するものと見られます。
豊洲市場への移転判断 今夏よりもあとにずれ込む可能性
ＮＨＫ1月15日 5時08分
東京・豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンなどが検出されたことを受け、市場の安全性を検証する「専門家会議」は、検証結果の取りまとめが遅れるという見通しを示しました。東京都の小池知事も、「都民の食の安全を考えれば、判断も慎重にならざるをえない」と述べていて、早ければことし夏ごろとしていた移転についての判断の時期がずれ込む可能性が出ています。
東京・築地市場の移転時期を判断するうえでの１つの指針となる豊洲市場の地下水のモニタリング調査について、１４日に開かれた専門家会議で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたなどとする最終調査の結果が公表されました。
専門家会議では、ことし４月に豊洲市場の安全性の検証結果を取りまとめる予定でしたが、平田健正座長は今回の結果を受け、引き続き地下水の調査を行っていくとしたうえで「どのくらいかはわからないが、若干遅れると思う」と述べて、取りまとめの予定が遅れるという認識を示しました。
さらに、東京都の小池知事も１４日夜、都議会公明党の幹部と会談した際、「都民の食の安全を考えれば、判断も慎重にならざるをえない」と述べ、安全性の検証には時間がかかるという見通しを示しました。このため、小池知事が早ければことし夏ごろに行うとしていた移転についての判断の時期が、ずれ込む可能性が出ています。
小池知事 公明幹部に“移転判断時期ずれ込む可能性”
ＮＨＫ1月14日 19時47分
東京都の小池知事は都議会公明党の幹部と会談し、豊洲市場で行われた地下水のモニタリング調査で環境基準を大幅に超える有害物質が検出されたことについて、「都民の食の安全を考えれば判断も慎重にならざるをえない」と述べ、早ければことし夏ごろに行うとしていた移転についての判断の時期がずれ込む可能性があるという認識を示しました。
東京・築地市場の移転時期を判断するうえでの一つの指針となる豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたなどとする最終調査の結果がまとまりました。
これを受けて、小池知事は１４日夜、都内で都議会公明党の東村邦浩幹事長ら幹部と会談しました。この中で公明党側は、再調査で原因究明に取り組むことや、移転については食の安全確保を大前提として情報公開を徹底することなどを申し入れました。
これに対し小池知事は、今後行う地下水の調査にあたっては、１社だけでなく複数の会社に依頼して調査や検証を進めることを明らかにしました。
そのうえで小池知事は「都民の食の安全を考えれば判断も慎重にならざるをえない」と述べ、早ければことし夏ごろに行うとしていた移転についての判断の時期がずれ込む可能性があるという認識を示しました。
豊洲市場問題 民進 都議会に百条委の設置目指す考え
ＮＨＫ1月14日 19時41分
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豊洲市場の地下水のモニタリング調査で、最大で環境基準の７９倍となるベンゼンが検出されたことなどを受けて、都議会民進党は１４日夜、記者会見を開き、豊洲市場の安全性を検証するため法律に基づく調査権をもつ百条委員会の設置を目指す考えを示しました。
この中で、都議会民進党の尾崎大介幹事長は「今回の調査結果はかなり深刻だと受け止めている。これまで９回の調査のうち、小池知事が就任して以降の８回目と今回の調査で基準を超える数値が出たことは、都民から見れば非常に不自然なことだ」と述べました。
そのうえで、「現在、都議会には豊洲市場の問題を調査する特別委員会があるが、安全性の検証は不十分で、こうした状況は都民が望むものではない。きょうの結果を受けて議会としてもしっかり調べる必要があり、そのために、より調査権限が強い百条委員会の設置をほかの会派に求めていきたい」と述べ、豊洲市場の安全性を検証するため法律に基づく調査権をもつ百条委員会の設置を目指す考えを示しました。
豊洲、地下水再調査へ　3月に公表、専門家会議

共同通信2017/1/14 21:38
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豊洲市場の土壌汚染対策を検討する専門家会議の質疑応答で、市場関係者の質問を聞く平田健正座長（奥右）ら＝14日午後、東京都中央区の築地市場

　豊洲市場（東京都江東区）の地下水モニタリング調査の最終結果で、有害物質のベンゼンが最大で環境基準の79倍検出されたことを受け、土壌汚染対策を検討する「専門家会議」座長の平田健正放送大和歌山学習センター所長は14日午後、記者会見し、近く再調査を実施して3月中に結果を公表する考えを示した。小池百合子知事が移転の可否を判断する時期がずれ込む可能性もある。

　平田座長は、4月にまとめる予定にしていた報告書が「若干遅れることになる」と述べた。

　都によると、201カ所を調査し、72カ所から有害物質が出た。ベンゼンは1カ所で環境基準の79倍を検出した。

ベンゼン、基準の７９倍　豊洲地下水の都最終結果

東京新聞2017年1月14日 13時58分

　築地市場（東京都中央区）が移転予定の豊洲市場（江東区）で都が実施している地下水調査の最終結果で、環境基準の七十九倍のベンゼンなどの有害物質が、二百一の観測地点のうち数十カ所で検出されたことが分かった。土壌汚染対策の検討のため十四日午後に築地市場内で開かれた専門家会議で、都が公表した。

　基準を上回るのは、昨年九月に結果が公表された前回調査に続き二度目。ベンゼンの数値は前回の環境基準の一・一～一・四倍を大きく上回った。他の有害物質はヒ素やシアンで、検出地点も前回の三カ所から大幅に増えた。これまでの調査と比べ数値が急激に変化している地点が多いため、今回の結果は「暫定値」とし、専門家会議で対応を検討する。

　小池百合子知事は昨年十一月に予定されていた市場移転を延期し、その理由として地下水調査の最終結果が出ていないことを挙げていた。十四日午前には自らの政治塾での講演で豊洲問題に触れ、「かなり厳しい数字が出ていると聞いている。今日から専門家に議論していただく。食の安全こそ守るべきだ。そのためにもう少し調べてみようということになるかもしれない」と述べ、慎重に判断する姿勢を示した。

　調査は二〇一四年十一月から二年間の計画で行われ、十四日公表の九回目が最終となる。昨年九月に結果が出た八回目では、三カ所で環境基準の一・一～一・四倍のベンゼン、一・九倍のヒ素を検出。この際、専門家会議の平田健正（たてまさ）座長は「土壌汚染対策の実施後、汚染物質濃度が変動しながら低下していくのはよくある現象」と述べ、推移を注視する考えを示していた。

　小池知事はこれまで、早ければ今夏にも移転の可否を判断し、移転時期を来冬以降とする工程表を明らかにしている。十三日には本紙のインタビューで「科学的に安全性を判断する」と強調していた。

　＜築地市場の移転問題＞　築地市場の施設が老朽化し手狭になったことから、東京都は２００１年、江東区の豊洲地区にある東京ガス工場跡地への移転を決定。土壌から高濃度のベンゼンなどの有害物質が見つかり、都は汚染物質を除去する対策を実施し、１６年１１月に豊洲へ移転すると決めた。だが、土壌や空気汚染への懸念などから、小池百合子知事は移転を延期。主要建物下に土壌汚染対策の盛り土がされていなかったことも判明し、豊洲開場は最短で今年末から１８年春になるとしている。

（東京新聞）

基準大幅超のベンゼン＝豊洲地下水で最終調査－築地移転、慎重判断へ・都
　東京都は１４日、豊洲市場（江東区）の地下水の最終調査で、環境基準を大幅に上回る有害物質のベンゼンなどが検出されたとする結果を公表した。都は「急激に変動している箇所が多くあり、採取方法などを確認中のため暫定値とする」としているが、築地市場（中央区）から豊洲市場への移転時期をめぐり、小池百合子知事は難しい判断を迫られそうだ。


豊洲市場の専門家会議であいさつする平田健正座長＝１４日午後、東京都中央区の築地市場
　調査は２年にわたり、最終９回目の結果は、同日開催の専門家会議（座長・平田健正放送大学和歌山学習センター所長）に報告された。環境基準値が１リットル当たり０．０１ミリグラムのベンゼンが０．７９ミリグラム検出された箇所があったほか、「不検出」が環境基準のシアン化合物を検出。ヒ素も環境基準を超えた。平田座長は「あまりにも今までの傾向と違う。なぜだろうという感じだ」と述べた。
　小池氏は今後、会議が４月をめどにまとめる安全性に関する報告書を受け、今夏にも移転の可否を判断する方針を示している。
　同日午前、自らの政治塾で講演した小池氏は、この問題に関し「きょうから専門家の方々に議論していただく。食の安全こそ守るべきだ。そのためにもう少し調べてみようということになるかもしれない」などと述べ、慎重に判断する姿勢を示した。同時に「都民の皆さんにも知っていただき、判断に参加いただく」と語った。（時事通信2017/01/14-13:54）
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